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第7章 技術及びシステムの研究開発

第1節 概 況

昨今,情 報化社会とい う言葉が一般に定着するとともに,次 世代の高度情

報化社会について,し ぽ しぼ議論が行われるようになってきた。この情報化

社会を支える主要な基盤 として電気通信と情報処理とがあ り,こ の中で電気

通信は有力なメデ ィアとして情報流通に関 し重大な役割を果た している。ま

た,高 度情報化社会に向けて通信へのニーズの多様化,技 術の高度化には著

しいものがあ り,我 が国におけるこの分野の研究開発は,今 や世界の トップ

レベルにある。情報流通メディアに求められる要件は,い つどこでも,あ ら

ゆる種類の多量の情報を迅速かつ正確に伝送できることで,こ の要件を満た

すためには,デ ィジタル技術,光 伝送技術,電 波利用技術等のシステム開発

が基礎技術開発 とともに盛んに進められている。

このような技術をも含む広範な分野の技術的集約の上に立つシステムの一

つ として,宇 宙通信 システムがある。

本章では,以 上のような電気通信に関する技術及びシステムの研究開発に

ついて,国 内の関係機関等において進めら流ている主なものの概要を以下に

述べることとする。

これ らの研究開発を行っている我が国の代表的な機関の体制は,次 の通 り

である。

郵政省の附属機関として電波研究所があ り,そ の規模 として は,研 究 者

261名(54年 度末現在,以 下同 じ),予 算(54年 度,以 下同じ)は 歳出約56億

2千 万円,国 庫債務負担行為は約4億8千 万円である。

電電公社には研究開発本部のほか,武 蔵野,横 須賀,茨 城の各研究所があ

り,研 究老総数2,118名,予 算は約659億 円となっている。
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NHKに は,総 合技術研究所及び放送科学基礎研究所 が あ って,研 究者

495名,研 究費は56億5千 万円である。

国際電電研究所の研究費は約39億7千 万円で,研 究者は160名 である。

また,研 究機関には属さないが,郵 政大臣の諮問機関として電波技術審…議

会が設置されてお り,委 員24名 及び専門委員191名 によって,電 波の規律に

必要な技術に関する事項について,調 査審議を行っている。

第2節 基礎技術

1大 規模集積回路

大規模集積回路は,コ ンピー一タ.通 信機器な ど電気通信技術全般にわた

る各種 装置 の小型軽量化,経 済化,高 信頼化 に大 き く貢献す ることが期 待 さ

れ,そ の高集積化 のため の研究開発 が進 められてい る。64kビ ッ トのLSI

メモ リの情報処理装置等への導入が開始 され,さ らに,電 電公社 においては

256kビ ッ トのLSIメ モ リの試作 を行 い,世 界で も初めてそ の動作確認に

成功 した。 また,デ ィジタル通信用諸装置へ の適用を 目的 とした通信制御用

LSI,フ ァイル制御装置用の論理LSI等 の導入が進め られ ている。

加工技術 として,電 電公社においては最小 パターン幅1μmの 微細化 プ ロ

セスに適 した電子 ビーム露光技術及び素 子 ・回路 の設計製 作法等 の研究が進

め られ,超LSIプ ロセス技術の確 立を図っている。

2ジ ョセ ブ ソ ン素 子

ジョセブソン素子は,超 伝導体の間を酸化物等で接合させた構造を有 し,

極低温化で接合を流れる電流を増減させることにより零電圧状態(0)と電圧状

態(1)の間を高速で遷移する機能を有する。この素子は,従 来の半導体素子よ

りも格段の高速かつ低消費電力という高性能が期待され,コ ンピュータ等の

高速処理化に大きく貢献することが予測され,素 子製作技術 ・高密度化技術
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等の研究が進め られている。

電電公社においては,高 性能論理演算素子の製作実験に成功 してお り,さ

らに従来のジョセブソンメモ リの読み出し時に記憶情報が破壊 されるとい う

欠点を解決 した非破壊性ジョセブソソメモ リ素子を,世 界にさきがけて動作

確認 し,製 作技術 ・回路設計技術 ・実装技術の研究を進めている。

3パ ター ン情報処理

コンピュータの入出力や交換機への信号送出は,タ イプライターや電話機

のダイヤル等により行われているが,こ れを人間の自然なコミーニケーショ

ン手段である音声や文字を用いて可能とするためのパターソ情報処理の研究

が進められている。パターン情報処理には,"機 械が人間の話す言葉を理解

する"音 声認識,"機 械が合成音で話をする"音 声合成及び"手 書 きや印刷

の文字を認識する"文 字認識がある。

電電公社においては,音 声認識について入力された音声の周波数スペクト

ルパターンを標準パターソと比較分析し,単 語を識別する方式が研究されて

いる。研究は,特 定の話し手の特徴を計算機に覚えさせて行 う方式から不特

定の話し手の言葉を理解する方式へと進展 している。

音声合成については,機 械を使 って音声の最小単位である母音や子音等の

音韻を結合し,人 間のように言葉を話させるパーコール方式の研究が積極的

に進められている。現在約200語 を発声できる装置の開発を行っているが,

さらに,任 意の言葉を発声する方式の研究を進めている。

文字認識については,活 字及び手書きの数字,英 字,カ ナ文字認識法が開

発され,現 在は,活 字漢字の認識技術が急速に進歩 しつつある。文字の識別

方法としては文字線 と背景の白地の両方か ら文字の特徴を抽出して識別する

位相構造化法が開発され,高 性能で経済的な文字読取方法 としてデータ通信

用端末装置に適用されている。
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第3節 宇宙通信 システム

1宇 宙通信の現状

(1)国 際 動向

国際通信用の衛星通信 システ ム と して は,世 界102か 国(1980年3月 現

在)の 加盟す るイ ンテルサ ッ ト及び ソ連,東 欧圏を中心 とす るインタース プ

ー トニク(1980年3月 現在加盟国数10)と が ある。

イ ンテルサ ッ トは,1965年4月 に大西洋上 に打ち上 げた第1号 衛星(ア ー

リーバ ー ド)を は じめ として,H号 系,皿 号系を順次商用に供 して きた。 現

在 は,IV号 系 及びIV-A号 系 衛星に よって グローバル ・システムが構成 され

ている。 また,増 大す る通信需要を満たすた め,電 話1万2,000回 線 及びテ

レビジ ョン2回 線 の容量を有す るV号 系衛星が1980年 秋 以降大西洋地域か ら

順次導入 される こととなってい る。

インタースプー トニ クは,ソ 連の国内通信衛星用 と して打 ち上げた長楕円

軌道を回 るモル ニア衛星を利用 して きたが,近 年,ソ 連が打ち上 げた静止通

信衛星 ラ ドガも利用 して,東 欧諸国を対象 とした衛星通信を行 っている。

海上通信については,従 来 の短波を使 った海上無線通信を改善す る手段 と

して,国 際的な海事衛星通信 システ ムを導入す るため,1979年7月 国際海事

衛星機構(イ ンマルサ ッ ト,発 足時加盟 国数28)が 設 立 され,1982年 のサ ー

ビス開始に向け諸準備 が進め られている。

また,国 際的な航空衛星通信 システムにつ いては,1974年 以 来,共 同エ ア

ロサ ッ ト評価計画が,米 国,カ ナダ及び欧州宇宙機関(ESA)の 共 同で進

められて きたが,米 国内の事情に よ り,そ の実現が大幅に遅 れ て お り,現

在,同 計画の見直 しが行われてい る。

このよ うな国際通信 における衛星の利用 に加えて,近 年 は国内通信分野に

衛星を導入す る国が増加 してお り,現 在,米 国,ソ 連,カ ナ ダ及び イン ドネ
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シアがそれぞれ独 自の実用通信衛星を打 ち上げて,国 内衛星通信 システムを

運用 している。

カナ ダは,1972年 以 来,世 界 に先駆けて,静 止衛星に よる国 内衛星通信サ

ービスを行 ってきたが,従 来 のアニ クAシ リーズに加え,1978年12月,ア ニ

クB衛 星 を打 ち上 げている。

米国では,1974年 以 来,ウ エ スター衛星,サ トコム衛星,コ ムスター衛星

が順 次打 ち上 げ られ,そ れぞれ,国 内衛星通信が構成 されてい る。 また,S

BS(サ テ ライ ト・ビジネス ・システム)社 も1980年 に 自前 の衛星を打 ち上

げ ることを計 画 している。 さらに,米 国 は,1976年 に マ リサ ッ トを大西洋,

太 平 洋及 びイ ン ド洋上 に打 ち上げ,海 事衛星通信サ ー ビスを行 っている。

欧州においては,1978年5月ESAが 軌 道試 験衛星(OTS-2)を 米 国に

依頼 して打 ち上げ ているほか,海 上移動通信 のため の マ レックス衛星(MA

RECS),ヨ ー ロッパ各国 を対象 とす る地域通信衛星(ECS)等 の計画を進め

ている。

ソ連 では,従 来 の移動型 の通信衛星 モルニアのほか,静 止型 の衛星 も利用

して国内の通信需要 に応 じている。

また,発 展途上 国におい ても国 内通信衛星 の導入計画が進ん でお り,イ ソ

ドネシアでは,既 に1976年 及 び1977年 にそれぞれ パラパ1号 及 び2号 を米国

に依頼 して打 ち上げ,運 用を開始 してお り,更 に1983年 ご ろまでには,次 世

代 の衛星を打 ち上げ る計画 である。 アラブ諸国で は,域 内諸 国の電気通信需

要を満たすため,ア ラブ地域衛星通信網計画を推進 し て い る が,1976年4

月,そ の運営主体 となるアラブ衛星通信機構(加 盟国数22)が 発 足 し,1984

年 運 用開始を予定 して いる。 このほか,イ ン ド,中 国等 も通信衛星 を打 ち上

げ る計画 であ り,ま た,イ ンテルサ ッ ト衛星 の トラ ソスポ ンダを国内用 に賃

借使用 して国 内通信 の改善 に充 てる国も増加 して いる。

次 に,放 送衛星 の分野で は,ま ず米国が1974年 に打 ち上げた応用技術衛星

6号(ATS-6)を 使 って米 国をは じめ,イ ン ドにお いても世界初 の衛星放

送実験 を行 って きた(ATS-6は1979年6月 を もって運用を停止 した 。)。ま
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た,カ ナダは,米 国と協力して通信技術衛星(CTS)を 使って各種の放送実

験を行ってきた(CTSは1979年10月 をもって運用を停止した。)。なお,ソ

連においては,直 接衛星放送を一部行っているといわれている。

このほか,ヨ ーロッパ,イ ンド,ア ラブ諸国等も放送衛星計画を進めてい

る。

通信,放 送以外の実利用分野では,気 象衛星,地 球観測衛星,航 行衛星等

が打ち上げられている。

このような世界各国における宇宙通信の目覚ましい発展に対応 して,制 度

面からの検討 も進められてきた。国際電気 通 信 連 合(ITU)は,1963年 以

来,宇 宙通信に関する関連規定の整備を行ってきたが,1977年 に は12GHz

帯の放送衛星業務の計画に関する世界無線通信主管庁会議(WARC-BS)

が行われ,第 一地域及び第三地域の放送衛星用の周波数割当計画等が作成 さ

れた。 この結果,我 が国は,東 経110度 の静止軌道上に8波 の放送衛星用周

波数が確保された。

また,1979年 に開かれた世界無線通信主管庁会議においては,宇 宙通信に

関する技術基準,周 波数分配表等が大幅に改正 された。なお,国 際連合の宇

宙空間平和利用委員会においては,直 接放送衛星の利用を規律する原則の作

成作業が進められている。

(2)国 内動向

我が国の宇宙開発は,宇 宙開発委員会が行 う総合的な企画調整に基づき,

宇宙開発事業団及び東京大学宇宙航空研究所を中心として,国 立試験研究機

関及び電電公社,NHK等 の関係機関の協力の下に推進されている。宇宙開

発委員会は,我 が国の宇宙開発が,こ れまでの技術の蓄積の結果,科 学研究

及び実利用の両分野にわたって多様かつ本格的な活動を展開し得る基盤が整

ってきたことから,53年3月,今 後15年程度の問に遂行する宇宙開発の基本

的枠組と方向を示 した 「宇宙開発政策大綱」を策定した。現在における具体

的な宇宙活動は,宇 宙開発委員会が,宇 宙開発に関する内外の情勢,宇 宙開

発政策大綱の趣 旨,国 内の研究及び開発の進ちょく状況,宇 宙の利用に関す
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る長期的な見通 し等を踏まえて,毎 年度に策定する 「宇宙開発計画」に従っ

て進められている。

人工衛星及び人工衛星打ち上げ用 ロケットの開発と打ち上げは,宇 宙開発

計画に基づいて宇宙開発事業団及び東京大学宇宙航空研究所が行ってお り,

東京大学宇宙航空研究所においては,科 学衛星打ち上げ用として開発 した ロ

ケットによる科学衛星計画を進めてお り,45年2月 に我が国初の人 工 衛 星

「おおすみ」を打ち上げて以来,現 在までに11個 の科学 ・試験衛星を打ち上

げ,各 種の宇宙観測に成果を上げている。

実利用の分野においては,宇 宙開発事業団が,将 来の各種実用衛星システ

ムの実現に不可欠な基礎技術を確立するため,Nロ ケットによる人工衛星の

打ち上げ計画を進めてお り,50年9月 に技術試 験 衛 星1型(ETS-1「 き

く」)を 打ち上げて以来,51年2月 に電離層観測衛星(lssrう め」),52年2

月に技術試験衛星II型(ETS-H「 きく2号 」)を打ち上げた。このうち 「き

く2号 」は,我 が国初の静止衛星である。

また,52年7月 には,静 止気象衛星(GMsrひ まわ り」),同 年12月 には

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」),53年4月 には実験用中型放送衛

星(Bsrゆ り」)を 米国航空宇宙局(NASA)の 協力を得て,そ れぞれデル

タ2914型 ロケットにより米国東部射場から打ち上げたが,CS及 びBSの 静

止軌道への投入は同事業団が自ら行い,両 衛星 とも所定の位置に静止させる

ことに成功 した。このほか,53年2月 には電離層観測衛星(ISS-brう め2

号」)を打ち上げ,本 格的な電離層観測が行われている。54年2月 及び55年

2月 に打ち上げた実験用静止通信衛星(ECS「 あやめ」及びECS-b「 あや

め2号 」)は,そ れぞれ不具合が発生 し,所 期の目的は達成できなかったが,

同事業団は,こ れまで7個 の人工衛星の打ち上げに成功 してお り,人 工衛星

の開発,打 ち上げに関する基礎技術の習得等においてほぼ所期の成果が得ら

れている。

今後の宇宙開発については,宇 宙開発委員会が55年3月26日 に策 定 した

「宇宙開発計画(昭 和54年 度決定)」 に基づき推進 され るが,科 学研究分野
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に おいては,第7号 か ら第9号 までの科学衛星の開発 を進 める とともに,第

10号 科 学衛星 の開発研究を行 うこと,ま た,実 利用分野 においては静止気象

衛 星2号(GMS-2),海 洋 観測衛星1号(MOS-1),通 信 衛星2号(CS-

2a及 びCS-2b),放 送衛 星2号(BS-2a及 びBS-2b),技 術試験衛星皿

型(ETS一 皿)及 び技術試験衛星IV型(ETS-n1)の 開 発を進め るとともに

測地衛星1号(GS-1)の 研 究開発を行 うことが決定 されている。

以上 のよ うに我が国の宇宙開発 の進展には 目覚 ま しいものがあ り,今 や,

人 工衛星打ち上げのための基礎的な研究の段 階を終え,多 様な利用活動を展

開す る段階を迎 えるに至 ってい る。特に,通 信 ・放送 の分野に つ い て は,

CS及 びBSの 開発成果を踏 まえて,通 信 ・放送衛星 の実用化施策が積極的

に進め られてお り,本 格的 な宇宙実用化時代 を迎え よ うとしている。

我が国の実利用分野 の人工衛星一覧表 を第2-7-1表 に,科 学研究分野

の人工衛 星一覧表 を第2-7-2表 に示す。



第2-7-1表 実利用分野の人工衛星

区 分

宇

宙

開

発

事

業

団

実

績

衛 星

技術試験衛星1型(E
TS-1)

「き く」

電離層観測衛星
(ISS)
「うめ」

技術試験衛星H型
(ETS-H)
「きく2号 」

静止気象衛星
(GMS)
「ひ まわ り」

実験用中容量静止通信衛星(CS)

「さくら」

電離層観測衛星
(ISS-b)
「うめ2号 」

実験用中型放送衛星(
BS)

「ゆ り」

計 技術試験衛星IV型

画..IETS二w). 一

ミ シ ンツ ヨ

ロケット打上げ技術の確認,衛 星

追跡管制技術の習得,伸 展アンテ
ナの伸展実験等

電離層の臨界周波数の世界的分布,
電波雑音源の世界的分布等の観測

静止軌道への投入技術の習得,軌
道姿勢の測定及び保持技術 の習
得,衛 星搭載機器の性能試験等

地球大気開発計画(GARP)へ の
参加協力,気 象データの収集,配
布等

衛星による通信システムの運用技
術の確立等

電離層観測衛星(ISS)「 うめ」に
同じ。

衛星による放送システムの運用技
術の確立等

Nロ ケット■型性能確認,宇 宙機

器に関する搭載実験等

薔

83

139

i30

315

340

141

355

640

軌 道

形 状 高㎞則 轡

円

円

980

1,100

990

1,010

47

70

静 止 軌 道
(東経130。)

静 止 軌 道(東
経140。)

静 止 軌 道(
東経135。)

円
980

1,220
70

静 止 軌 道
(東経llO。)

長楕円
230

36,000
28

打 上 げ
ロケ ッ

ト

N

N

N

デ ル タ

2914

(米)

デ ル タ

2914

(米)

N

デ ル タ

2914

(米)

N-H

l

Q◎
①
O
ー

げ
期
上打
時

ゆ
50・9・9幾

51,2.29

52.2.23

52,7.14

52.12.15

53.2,16

53.4.8

55年 度



区 分

宇

宙

開

発

事

業

団

計

画

衛 星 ミ ッ シ ョ ン

軌 道重量

(kg)形 状 真諜 轡

技術試験衛星皿型
(ETS一 皿)

大 電力を必要とする人工衛星等に
共通な技術の開発,宇 宙機器に関375円
す る搭載実験等

1,000 45

静止気象衛星2号
(GMS-2)

気象衛星に関する技術開発,気 象
業務の改善290 静 止 軌 道

(東経140。)

通 信 衛 星2号 一a

(CS-2a)

通信衛星に関する技術開発,通 信
需要に対処350 静 止 軌 道

(東経135。)

通 信 衛 星2号 一b

(CS-2b) " '

放 送 衛 星2号 一a(
BS-2a)

放送衛星に関する技術開発,テ レ
ビジョン放送の難視聴解消等350

'

静 止 軌 道

(東経llO。)

海洋観測衛星1号
(MOS-1)

海洋面の色及び温度を中心とした
海洋現象の観測,地 球観測のため750
の人工衛星共通技術の確立

高度約900㎞ の
太陽同期軌道

放 送 衛 星2号 一b

(BS-2b)

放送衛星2号 一a(BS-2a)に 同
じ。350

静 止 軌 道

(東経llo。)

打上 げ
ロケ ッ

ト

注
N-1

N-H

N-H

'

N-H

N-H

N-H

打 上 げ
時 期

56年 度

56年 度

57年 度

58年 度

58年 度

刈

『1

59年 度
o

60年 度

(注)Nロ ケ ッ トを 改 称

ω
9



第2-7-2表 科学研究分野の人工衛星

区 分

東

京

大

学

実

績

衛 星

「おおすみ」

試験衛星
「たんせい」

第1号 科学衛星
(MS-F2)
「しんせい」

第2号 科学衛星
(REXS)
「でんば」

試験衛星
「たんせい2号 」

第3号 科学衛星(
SRATS)
「たいよう」

試験衛星
「たんせい3号 」

第5号 科 学 衛 星

(EXOS-A)
「き ょっ こ う」

ミ ッ シ ョ ン

衛星打上げ技術の習得と衛星につ
いての工学的試験

軌道投入後の衛星環境及び機能試
験

電離層,宇 宙線,短 波帯太陽雑音等
の観測

プラズマ波,プ ラズマ密度,電 子

粒子線,電 磁波,地 磁気等の観測

ロケットの特性測定と衛星につい

ての工学的試験

太陽軟X線,太 陽真空紫外放射線,紫外
地球コロナ輝線等の観測

ロケットの特性測定と衛星につい

ての工学的試験

プラズマの密度 ・温度 ・組成 ・電

子エネルギー分布,地 球コロナ分
布等の観測,オ ーロラの紫外線撮像

量
の
重
依

24

63

65

75

56

86

129

126

軌 道

形 状「真㎞則 轡

楕 円

円

楕 円

'

''

''

''

''

350

5,140

990

1,100

870

1,870

250
6,570

290

3,240

260

3,140

790

3,810

630

3,970

31

30

32

31

31

32

66

65

打 上 げ
ロケ ッ

ト

L-4S

M-4S

''

''

M-3C

'

M-3H

''

ー

ω
①
b。
1

黙

卜。
幾

恥

げ
期

調

幡

上

2

a

打
時

砥

砥

46.9.28

47.8.19

49.2,16

50.2.24

52.2.19

53,2.4



区 分

東

京

大

学

実

績

卜"三ロ

画

衛 星

第6号 科学衛星(EXO
S-B)

「じきけん」

第4号 科 学 衛 星

(CORSA-b)
「は くち ょう」

試験衛星
「たんせい4号 」

第7号 科学衛星
(ASTRO-A)

第8号 科学衛星
(ASTRO-B)

第9号 科学衛星
(EXOS-C)

ミ ッ シ ョ ン

電子密度,粒 子線,プ ラズマ波等
の観測

X線 星,X線 パ ース ト,超 軟X線
星雲等の観測

ロケットの特性測定と衛星につい

ての工学的試験

太陽硬X線 フレヤの2次 元像太陽
粒子線,X線 バース ト等の観測

X線 星,X線 銀 河,γ 線 バ ース ト,

軟X線 星 雲 等 の観 測

中層大気の地球環境に及ぼす影響
の究明及び南大西洋上の電離層プ
ラズマの特異現象解明

重 量

(kg)

90

96

185

180

'

200

軌 道

形 状i亮㎞磨 璽鯉負

長楕円

楕 円

'F

楕 円

'

〃

220

30,IOO

0

0

「D

8

[O

FD

0

0

2

1

『Q

6

0

0

「0

0

3

6

'

300

1,000

3i

30

39

31

'

65

打上 げ
ロ ケ ッ

}

M-3H

M-3C

M-3S

M-3S

'

'

打 上 げ
時 期

53,9.16

54.2,21

55.2.17

55年 度

刈

57年 度

Ml

58年 度
θ

ω
O
ω
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2実 験用通信衛星の運用

実験用中容量静止通信衛星(csrさ くら」)は,社 会経済活動の進 展 に

伴 う国内通信需要の増大 と利用形態の多様化に対処するため,実 用通信衛星

システムの導入に必要な技術を開発 し,技 術基準の確立を図ること等を 目的

として開発が進められてきたものである。

CSは,52年12月 に静止軌道上に打ち上げられ,53年5月15日 から郵政省

が電電公社等の関係機関の協力を得て,各 種の実験を行 っている。

主な実験項 目は,① 衛星 とう載通信機器の特性測定に関する実験,② 衛星

通信システムとしての伝送特性に関する実験,③ 準 ミリ波帯電波の伝搬特性

の測定 と評価に関する実験,④ 衛星通信システムの運用技術に関する実験等

で,こ れまで,当 初の実験計画の大半を実施 して,通 信衛星の実用化のため

に極めて有効な各種のデータが得られている。

現在までの実験の結果は,衛 星とう載通信機器の諸特性は,実 験開始以来

ほとんど変化はな く,安 定した動作を していることが確認されている。衛星

通信システムとしての伝送特性については,マ イクロ波帯中継器及び準 ミリ

波帯中継器それぞれ1台 当た り約500チ ャンネル(双 方向)の 電話伝送が可

能であることが実証 されてお り,周 波数変調及びディジタル位相変調の両変

調方式によるテレビ伝送及びスペクトラム拡散技術を用いた音声の伝送につ

いても良好な結果が得 られている。

また,準 ミリ波帯電波の伝搬特性については,鹿 島,稚 内,山 川,横 須

賀,横 浜及び仙台において連続自動記録によりデータの取得を行い,降 雨量

と降雨減衰及び交差偏波識別度の劣化の相関関係について豊富なデータが蓄

積され,逐 次解析が進められている。

衛星通信システムの運用技術に関する実験については,大容量通信用PCM

/TDMA方 式(パ ルス符号変調による時分割多元接続方式)及 び 小容量通

信用SCPC方 式(一 つの搬送波で電話1チ ャンネル相当の情報信号を伝送

する方式)に よる衛星回線設定実験を行い,良 好な結果が得 られている。更
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に,車 載局によ り全国各地から衛星回線を設定して行 う電話及びテ レビの伝

送実験,可 搬局による離島～本土間の回線設定実験等 も継続 して実施してお

り,い ずれも良好な結果が得られている。

このほか,衛 星と地球局間の測距,衛 星の姿勢制御,衛 星の静止軌道の保

持等に関する衛星の運用管制技術についての実験 も行 っている。

55年度においては,こ れらの基本実験を引き続いて行 うほか,通 信衛星の

実用化の促進を図るため,基 本実験実施機関以外の機関の協力も得て,応 用

実験 として,衛 星通信システムの技術要件及び運用要件に関する実験,衛 星

通信技術の開発に資するための実験等,種 々の利用形態に対する衛星通信シ

ステムの適用性について実験を行 うこととしている。

実験用静止通信衛星(ECS-b「 あやめ2号 」)は,55年2月22日 宇宙開発

事業団種子島宇宙センターか ら国産のN-1ロ ケットにより打ち上げられた

が,打 ち上げ3日 後に静止軌道へ投入するためアポジモータに点 火 した 直

後,同 衛星からの電波が途絶 し,所 期の目的を達成することは不可能 となっ

た。

不具合の原因については,宇 宙開発委員会における調査の結果,衛 星に組

み込まれたアポジモータが異常燃焼したことが原因となって衛星が破損 し,

遂には電波が途絶するに至ったものと推測されている。

郵政省では,本 衛星計画のもつ重要性にかんがみ,今 後もミリ波帯の電波

を利用する衛星通信技術の研究を行 うこととして,ミ リ波帯中継器等を とう

載する実験用静止通信衛星H型(ECS-H)を61年 度に打ち上げることを 目

標に,所 要の開発研究を行いたい旨の要望を宇宙開発委員会に提出するとと

もに,そ のための準備として電波研究所の地上施設を活用し,ミ リ波衛星通

信システムの開発に資するための各種の実験を行 うこととしている。

3実 験用放送衛星の運用

実験用中型放送衛星(Bsrゆ り」)は,教 育,難 視聴対策等の放送需要

に対処するため,実 用放送衛星システムの導入に必要な技術を開発 し,技 術
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基準の確立を図ること等を目的 として開発が進められてきたものである。

BSは,53年4月8日 に静止軌道上に打ち上げられ,同 年7月20日 か ら郵

政省がNHK等 の関係機関の協力を得て,各 種の実験を行ってきた。

主な実験項 目は,① 衛星放送システムの基本技術に関する実験,② 衛星管

制技術及び衛星放送 システムの運用技術に関する実験,③ 放送衛星電波の受

信に関する実験等で,こ れまで,当 初の実験計画の大半を実施 して,放 送衛

星の実用化のために極めて有効な各種のデータが得られている。

現在までの実験の結果,衛 星放送システムの基本技術に関する実験では全

国各地において測定 した衛星電波の電界強度は,ほ ぼ計算値どお りの結果が

得 られてお り,無 線周波帯伝送特性,ベ ースバンド伝送特性等の諸特性もほ

ぼ予測どお りの良好な結果が得られている。

また,将 来の新 しい放送 システムや放送技術を開発するため,高 品質テレ

ビ信号の伝送実験,静 止画放送信号の伝送実験,高 品質ステ レオ音声信号の

伝送実験等の特殊伝送方式の衛星回線への適合性を検討す るための実験を行

い,い ずれも良好な結果が得られている。

降雨,降 雪等の気象条件下における衛星電波(準 ミリ波)の 伝搬特性につ

いては,全 国の各受信局において気象データとともに連続 自動記録によって

データを取得 してお り,こ れまでにアンテナへの着雪による受信への影響な

どに関する貴重なデータも蓄積され,逐 次解析が進められている。

衛星放送システムの運用技術に関する実験では,全 国の2か 所以上の地球

局か らテレビ信号を送出した場合に,テ レビ信号の切替えが円滑に行えるよ

うにするためのマルチアクセス制御装置の性能確認を行い,地 上 と衛星間の

電波伝搬の遅延時間差があっても,視 覚上問題のない極めてスムーズな切替

えが可能であることが実証されている。

また,放 送衛星電波の受信に関する実験では,日 本全国の難視聴地域にお

いて,BSか らのカラーテ レビ信号を簡易受信装置を用いて受信し,受 信の

状況,難 視聴解消効果,受 信電界強度及び受信の技術条件などについて調査

を行い,衛 星放送による難視聴地域解消に関 して,極 めて有効なデータが得
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第2-7-3表CS・BS・1SS-b諸 元

＼ 解
項目 ＼

目 的

軌 道

CS

衛星システムを用
いた準 ミリ波帯等の

周波数における通信
実験を行 うこと,衛
星通信システムの運
用技術の確立を図る
こと,そ の他。

静 止 軌 道
東経135度

BS

衛星システムを用
いた画像及び音声の

伝送試験を行うこと,
衛星放送システムの
運用技術の確立を図
ること,そ の他。

静 止 軌 道
東経110度

ISS-b

電離層 の 電離 状
態,電 離層上部の環
境及び空電に伴 う電
波雑音についての世
界的分布を観測する
こと。

㎞

㎞

分

度

O

O

FD
O

2

8

0

7

　

　ノ
ユ

b

約

:
点

点

期

角

道

地

地

斜

軌

遠

近

周

傾

回周

重 量 約340kg 約355kg 約141kg

ミッション機

器周波数 ・空

中線電力 ・伝

送容量等

準 ミ リ波(
30/20

GHz)

6系 統

1系 統 当

た り2,5
W以 上

日本 本土

マ イ クロ

波(6/4
GHz)

2系 統

1系 統 当

た り3.O

W以 上

日本 全 土

1系 統 あた り電話換

算500回 線

14/12GHzカ ラー テ

レビ信号2チ ャネ ル

1チ ャネ ル 当 た り

100W

(受 信 可能 な ア ンテ

ナ の 大 きさ)

日本本 土
の 大 部分

直 径lm
～1 .6m

の パ ラボ

ラア ンア

ナ

そ の他 の

地 域,直

径2.5m
～4 .6m

の パ ラボ

ラ ア ン テ

ナ

置
装
装
測
測
観
観
音
層
雑
離
波

器
定
定
測
測
量
靖

団

ラ
オ

メ

系
電
電
置
ブ
イ
器

レ

測

テ

観
回
倒

回
㈲

。
136MHz

400MHz

。 ビ ー コ ン

136MHz

400MHz

ア ン テ ナ

lW

O.7W

0。lW

O.07W

HF観 測用,VH
F用,UHF用,

雑音校正用

仰 角 東沖
北海道(釧 路)約39度
京 約48度

縄(本 島)約58度

東
沖

北海道(釧 路)約29度
京 約38度
縄(本 島)約53度

設 計 寿 命 約3年 約3年 約1.5年

打上げ年月司 52,12.15 53。4.8 53.2.16

備 考

統
統

の
が

。

系
系
統
ダ
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られている。また,太 陽と衛星と受信アンテナが直線上に位置するときが,

春分の日の前と秋分の日の後に生 じるが,こ の場合の太陽雑音の影響につい

ての調査のほか,建 造物,樹 木,航 空機等による受信への影響についてもデ

ータの取得を行 った。

このほか,テ レビ同期信号による衛星と地球局間の測距等の衛星の管制技

術についての実験も行い良好な結果が得られている。

BSに よる実験は,約2年 間にわたって順調に続けられてきたが,テ レビ

ジョン信号を伝送するための トランスポンダについては,55年6月17日 にそ

の機能を停止 したため,そ の後は,衛 星の軌道位置 ・姿勢の制御,衛 星各部

の動作特性の確認等の衛星の運用管制技術に関する実験等を継続して実施す

ることとしている。

4電 離層観測衛星の運用

電離層観測衛星(ISS-brう め2号 」)は,53年2月16日 に打ち上げられ,

約2年 を経過 した現在 も衛星各部機器は順調に動作 している。

ISS-bは,限 られた地球局で運用するために衛星の1周 回分の観測デー

タを,と う載テープレコーダに記録 し,地 球局の可視域内で全記録データを

地上に降ろすことがでぎ,ま た,観 測経度を任意に選択するため観測記録開

始時刻を遅延 コマンドで指示できるように設計されている。

コマンド.テ レメ トリ等の衛星管制運用は,電 波研究所鹿島支所において

行ってきたが,そ れに加えて54年4月 からはカナダ国オタワ市の通信研究セ

ンターにおいても行われ,54年 度中に629地 球周回分の観測データを取得し

た。データの処理,解 析は電波研究所本所で行っている。

ISS-bの 電離層観測(TOP)に より,衛 星軌道に沿って衛星直下点にお

ける電離層臨界周波数(f。F2)が 得 られる。 観測は毎 日3な い し4周 回につ

いて行い,軌 道に沿ったf。F2の 分布が得られている。 その結果は毎 日電波

研究所平礎支所にファクシミリ伝送され,電 波警報資料 として利 用 して い

る。また,f。F2デ ータを4か 月間蓄積 した後,電 離層臨界周波数の世界分布
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図 を作成 して いるが,現 在 までに 北半球 の秋 と冬 を代表す るf。F2の ア トラ

スをそれぞれ第一部,第 二部 として 出版 した。 この結果か ら短波の伝搬状況

を予 測す る ことがで きる。 このほか,電 離層観測 に よって得 られ るイオ ノグ

ラム(周 波数対 エコー見掛け距離 の関係を示 すデータ)か ら散乱エ コーを検

出す る ことによ り,散 乱発生 ひん度 の世界分布図を得 た。 また,電 波 雑音観

測(RAN)に よ り,雷 放電に伴 う空電を検出 し,空 電発生ひん度の世 界分布

図を得てお り,さ らにイオ ン組成観測(PIC)及 び プラズマ観測(RPT)で

は,衛 星近傍 に存在す るイオ ン(水 素 イオン,ヘ リウムイ オソ,酸 素イオ ン

等)の 組成及 び電離気体(プ ラズマ)の 密度,温 度 も測定 され,こ れ らの諸

量の世界分布 図を作成 した。

また,電 波研究所では,44年 及 び46年 に打 ち上 げ られた カナダの国際電離

層研究衛星(ISIS-1,2号)の 計画 に当初か ら参加 してお り,現 在 も鹿島支

所及び南極昭和基地において,こ れ らの衛星か らの電波を受信 し,磁 気テー

プに記録 している。

54年 度中,鹿 島 でISIS-1を119パ ス,ISIS-2を217パ ス,昭 和基地 で

はISIS-1を257パ ス,ISIS-2を267パ ス受信 した。記録 されたテ ープに

は電離層サ ウンダ及びVLF(ホ イ ッスラー等 自然電波)の 観測デ ータを含

んでお り,デ ータ処理は電波研究所本所 において行 っている。 これか ら作 ら

れた トップサイ ドイオノグラム及び磁気 テープの コピーは内外 の 研 究 機 関

(国 立極地研究所,カ ナダ国通信研究 セ ンタ,米 国宇宙科学 データセンタ,

米 国海洋大気庁,英 国 ア ップル トソ研究所)に 送 られ て,既 に多 くの成果が

発表 されている。

5衛 星通信の研究

(1)通 信方式

ア.固 定衛星通信方式

郵政省では,電 波研究所鹿島支所を 中心に電電公社の協力を得て,52年

12月 に 打ち上げられた実験用中容量静止通信衛星(CS「 さくら」)を 用い
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て,固 定衛星通信方式に関する実験研究を行っている。増大する通信需要に

対処するため,実 用通信衛星の打ち上げに至る過程 として,準 ミリ波等の周

波数帯を使用する衛星通信技術を確立するため,衛 星通信回線設定に必要な

基本パラメータ,す なわち,宇 宙環境下でのとう載 ミッション機器の特性,

通信システム伝送特性,準 ミリ波の衛星 ・地上間伝搬特性等を明らかにし,

衛星通信システムの運用技術,衛 星運用管制技術及び 大 容 量 局,小 容量局

に適 した通信方式,衛 星通信回線での特性測定方法等の研究開発を進めてい

る。大容量局衛星通信用としてFM-FDMA(周 波数変調一周波数分割多元

接続),PCM-TDMA(パ ルス符合変調一時分割多元接続)方 式を中心に,

また小容量小規模局衛星通信用 として,FM及 びPCMに よるSCPC(1

つの搬送波で電話1チ ャンネル相当の情報信号を伝送する方式),MCPC(1

つの搬送波で電話数チャンネル相当の情報信号を伝送する方式)及 びSSRA

(周波数拡散 ランダム接続)方 式等についても研究を進め,そ の改良方式の

検討を進めている。利用形態 としては,大 容量局間通信,離 島通信,非 常災

害通信の各方式について基礎実験を行い,貴 重なデータを取得 している。

54年度までの2年 間の実験研究の成果により,準 ミリ波利用に関する実用

のめどを得,57年 度打ち上げ予定の通信衛星2号 にその成果が反映されるこ

とになった。55年 度からはCS応 用実験 として電電公社のほか,他 の機関の

参加 も得て,よ り具体的な利用形態 も考慮 した実験研究を進める予 定 で あ

る。

イ.衛 星放送方式

郵政省電波研究所においては,53年4月 に打ち上げ られた実験用中型放送

衛星(Bsrゆ り」)を利用して衛星放送方式の研究を進めている。

BSは 将来の実用放送衛星の導入のための衛星放送技術を確立することを

目的とした衛星で,BSを 用いて映像及び音声信号の伝送 特 性,14/12GHz

帯電波の伝送路における降雨減衰,降 雨散乱などの電波伝搬特性,衛 星 とう

載 ミッション機器特性等の衛星放送 システムの基本技術に関する実験,衛 星

の軌道 ・姿勢の制御,ハ ウスキーピング等の衛星管制技術の開発実験,地 上
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送信局の電力制御,チ ャンネル切替え,衛 星 トランスポンダ制御等の衛星放

送 システムの運用上必要となる制御技術に関する実験,受 信品質の評価等の

放送衛星電波の受信に関する実験を行っている。

BSの 実験で得られた成果は,実 用放送衛星計画の策定及び実用衛星放送

システムの確立に反映されている。

(2)管 制

郵政省電波研究所鹿島支所及び電電公社横須賀電気通信研究所では,人 工

衛星の運用管制技術に関する実験と研究を行って来た。鹿島支所では実験用

中容量静止通信衛星(CS)及 び実験用中型放送衛星(BS)の 管制に関し

ては,既 に習得した基礎技術に加えて,小 型で高精度の衛星軌道決定プログ

ラム(KODS)の 開発を行い,運 用並びに管制実験に用 い て い る。このほ

か,CSを 用いた管制実験では,主 局(鹿 島支所)の1局 による測距データ

と,Kパ ン ドの角度データを併用 した方法,あ るいは衛星を経由 して 子 局

(鹿児島県山川)で 折 り返 した簡易な2局 による測距の方法等によって,高

精度な軌道決定,軌 道保持の実験 ・研究を行 って い る。現在の保持範囲は

±0。1度 であるが,こ れを更に1け た高めるための超精密軌道保持実験を今

後実施する予定である。また,CSは スピン安定衛星であり,こ れをうまく

利用して,地 上からの管制 コマンドにより衛星の姿勢を南北方向に±1度 傾

け,か つ,衛 星アンテナを東西方向に±1度 の範囲で振って,地 上の数か所

で受信 される電界強度をもとに,ア ンテナパターンの測定を行ったが,こ の

ような測定は世界でも初めてと考えられる。BSに ついては,放 送とい う性

格上,地 上での受信 レベルの安定性が重要であ り,殊 に三軸静止衛星の場合

の レベル変動の要因を解析中である。その成果は,BS-2以 降の放送衛星に

反映 してい くことにしている。

さらに,低 高度の周回衛星を対象として,デ ータの中継を効率 的 に 行 う

ため,静 止衛星を 中継局として 利用する追跡 及び データ中継衛星 システム

(TDRSS)に ついての調査研究も前年度に引き続き行った。

横須賀電気通信研究所では,米 国の技術試験衛星ATS-1を 用いた軌道
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決定実験及びCSを 用いた管制実験により取得した技術を基に,静 止衛星の

特徴に着 目した新 しい軌道決定および姿勢決定アルゴリズムを開発 し,従 来

大型計算機に依存 していたこれらの処理をすべて ミニコソで運用可能なシス

テムを開発 した。今後,ス ピン衛星の姿勢保持範囲の限界をは握するため,

このシステムを用いてCSの 姿勢保持範囲(現 在は ±0.1度)を さらに狭め

た精密姿勢制御実験を実施する予定である。また,副 固定局(横 須賀電気通

信研究所)で は,1局 の測距データに追尾アンテナの角度データを併用する

軌道決定法に加えて,TDMA通 信中の複数の地球局で取得する送受両・ミー

ス トの遅延時間データを用いる軌道決定法を確立 した。後者の方法には特に

測距専用の装置及び回線を設定することなく軌道決定及び制御が実施可能と

いう利点がある。

(3)高 精度姿勢検出及び制御

衛星通信,科 学探査等の分野における通信需要の増大と通信形態の多様化

に伴って,宇 宙通信にもミリ波帯の高利得アンテナやマイクロ波帯のマルチ

スポットアンテナが用いられるようになると,電 波のビーム幅が狭 くなるの

で,従 来以上に精度のよい姿勢検出と制御が必要 となる。高精度の姿勢制御

ができれぽ電波ビームを狭めることにより,周 波数の空間的再利用が可能と

なるので,電 波の有効利用にもつながる。また,宇 宙空間での光通信や静止

衛星からの高分解能での地球観測 も可能 とな り,種 々の波及効果が期待でき

る。

このため,シ ステムの基礎実験を51年 度か ら始め,有 効性が確かめられつ

つある。また,宇 宙開発事業団(NASDA)の 協力を得て,56年 度打ち上げ

予定の技術試験衛星(ETS一 皿)を 利用 して レーザ光の伝搬特性を含めたシ

ステムの総合実験のための地上施設の整備を進めている。

(4)ミ り波通信

ミリ電波は,広 帯域大容量情報伝送装置の小型軽量化に適す るとともに,

アンテナ ビームの尖鋭化が容易になるなどの特徴を持 っている。 これ らの長

所を生かし,増 大する通信需要に対処 し,現 用周波数帯の通信需要の過密化
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による各種無線通信業務間での干渉問題を解消するため未利用周波数帯であ

る ミリ波帯電波の有効利用 と,そ の技術開発が進められている。 ミリ波電波

の利用で最大の障害は,気 象環境による影響,特 に,降 雨による減衰の大 き

いことである。衛星通信回線では,地 上回線に比べ降雨域の通過距離が短か

く,ミ リ波の利用が有望であると考えられている。 ミリ波を衛星通信に利用

するには衛星通信回線における伝搬特性を詳細に究明する必要がある。その

ため,郵 政省電波研究所では,新 方式の降雨レーダを同所鹿島支 所 に設 置

し,技 術試験衛星r[型(ETS-Hrき く2号 」:52年2月 打上げ)を 利用し

た ミリ波等(34.5GHz,11.5GHz,1.7GHz)に 関する伝 搬 実 験 を1年 間

(52年5月 から53年5月 まで)に わたって実施してきた。 この実験により通

信回線の設計等に重要な意味を持つ減衰の累積確率,継 続時間率等が求めら

れ所期の目的を達成 した。その成果を基に実験用静止通信衛星(ECS「 あや

め」)に よる ミリ波利用衛星通信実験を行 うよう準備を進めてきた。ECSは

54年2月 に打上げられたが,打 上げ後の静止軌道への投入に失敗 し,所 期の

実験研究は不可能となった。 このような状況から54年度は整備 した ミリ波地

上施設利用によるシミュレーシ ョン実験を行い,ミ リ波地上装置に関する多

くの貴重なデータを取得 し,ECS-bの 打上げに備えた。ECS-bは55年2

月に打上げられたが,再 度,静 止軌道への投入に失敗 したためECS代 替実

験 として55,56年 度は,電 波研究所鹿島支所及び平磯支所において,ミ リ波

帯電波利用で不可欠なサイ トダイバシティ通信技術の確立を 目指 して,順 調

に運用中の実験用中容量通信衛星(CS「 さくら」)を 利用した 無瞬断情報

信号切替えに関する実験研究を進めるとともに,各 種通信方式の適応性,ミ

リ波による降雨散乱特性,そ れによるミリ波帯電波の干渉効果の検討及び ミ

リ波等太陽電波の観測に関する実験研究を進める予定である。 この実験研究

にょりミリ波帯電波利用による衛星通信技術の基礎の確立を図ることとして

いる。

(5)小 型船舶 ・航空機等との通信(航 空 ・海上技術衛星(AMES))

大洋にある船舶,航 空機 との通信航空機との通信には,主 として短波帯の
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電波が利用 されている。 しか し,こ れ らの周波数帯は,電 波伝搬 の状態 に よ

り回線が不安定であるため,デ ータ通信等新たな通信需要 に これえ ることが

困難 であ り,ま た,通 信量 の増大 に対処す る事が周波数的に困難であ ること

か ら,船 舶通信,航 空管制通信等 においては,衛 星通信に よ り安定かつ高品

質な回線 を確保す るシステ ム,す なわ ち,海 事衛星,航 空衛星が検討 され,

一 部利用 され始めてい る
。

我 が国 において も航空海上技術衛星(AMES)の 技 術的な検 討が進め られ

てお り,郵 政省では これ らに対処す るため,電 波研究所 において,53年 度 は

通信系 システムについて種 々の検討を進め るとともに衛星 と う載用 トランス

ポ ンダBBM(ブ レッ ドボー ドモデル)の 試作及び検討を行 った。54年 度にお

いては,AMES衛 星 模擬 装置及 び船上設備の試作等を行 った。

55年 度 には,54年 度 試作機器 を利用 したLパ ン ド電波の伝搬 実験,通 信実

験 を行 うほか,Lパ ン ド高能率高電 力増幅器BBMの 試 作等を行 う。56年 度

には 海上通信実験,AMESシ ス テム設計及び 衛星 と う載 用Lバ ン ド トラソ

スポ ソダEM(エ ン ジニア リングモデル)の 開発に着手す る予定であ る。

(6)コ ン ピュー タ ーネ ッ トワーク

情報化社会 の進展及び情報処理技 術の発展 に伴い,低 トラピ ックユ ーザの

数が増加 し,さ らに,一 つ の端末で多数 の コソピュータと通信 したい との要

望がでて ぎている。

郵政省電波研究所 では多数の低 トラピックユーザに柔軟な結合が可能であ

り,か つ回線の有効利用が図れ るネッ トワー クを提供す るため に,衛 星利用

コン ビ凶一タ ・ネ ッ トワー クの研究を進 めている。54年 度は多数の低 トラ ピ

ックユ ーザが敷地 内に小型 の地球局を設置 して,中 央 のコ ンビ_一 タを使用

す る集中型 ネッ トワー クを実現す るのに必要 なサ ブネ ッ トワー クのプ ロ トコ

ル の検討を行 った。 さらに,CSのKバ ン ドSCPC回 線 を用いて 実験 を行

うためにセ ンタ局1局,小 規模局2局 よ り構成す る コンピュータ ・ネ ッ トワ

ー ク実験 システ ムの開発 に着手 した。

また,電 電公社では通信伝送速度4。8kb/sか ら1.544Mb/sま で の各種 コ
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ン ピュータ ・ネ ットワー クの研究を行 ってい る。54年 度 は,こ れ らの通信 に

対す るDCNAの 適 用性,パ ケッ ト通信用 プロ トコルの研究を開始する とと

もに,各 種速度の信号 を 自由に通信で きるデマ ン ドアサイ ンTDMA装 置,

加 入者に設置で きる小形地球局 の試作を行 った。

(7)国 際 通信用TI)MA方 式

イ ンテルサ ッ トでは,通 信方式 として 従来のFM/FDMA方 式 に比べ 回

線利用効率が高 く,対 地及 び回線 の変更並びに増減 に対 して柔軟性 があ り,

デ ィジタル通信 にも適 してい る時分割多元接 続 方 式(TDMA方 式;Time

DivisionMultlpleAccess)を イ ンテルサ ットV号 衛星を用いて,59年 に は

運用を開始す ることを予定 している。

国際電電は,従 来か らTDMA方 式 について研究を行 って きてお り,同 社

が開発 した国際通信用TDMA方 式 は,イ ンテルサ ッ ト用TDMA方 式 の仕

様化 の基 とな ってい る。 今回 この仕様書改訂 の作業 が行われ,特 に変復調,

誤 り訂正,バ ース ト同期,DSI等 の分野で国際電電は,こ れ までの研究成果

の多 くを新 システム仕様書 に反映 させてTDMA方 式 の決定に寄与 した。

また,TDMA方 式 開発の一環 として,イ ンテルサ ッ トか ら委託を受 けて

いた誤 り訂正方式の研 究は,誤 り訂正装置の試 作を行 って54年8月 に完了さ

せ た。

(8)衛 星 の最適配置に関するソフ トウェア

衛星通信 の発展に伴い,静 止軌道上 の通信衛星の数 はます ます増 加す る も

の と予想 されてい る。 軌道の有効利用を はか る うえか ら,で ぎるだけ狭 い軌

道 間隔 で衛星 システム間の干渉規格 を満足 させ ることが望 ま しい。

このため,国 際電電は任意の許容 しうる干渉量 の もとで軌道上の全衛星 の

平均的軌道間隔を最小にする最 適化 の具体的手法を実現す るための ソフ トウ

ェアをす でに開発 してい る。 これ に加え,所 定の軌道 間隔 にあ る衛 星の使用

す る電波 の干渉量が最小 とな るよう,搬 送波 の周波数配置 を最適化する ソフ

トウー』アを開発 した。

(g)BSに よ る時刻及び周波数標準の供給
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最近,基 礎科学,通 信,運 輸,測 地,地 震予知,宇 宙科学等の各方面での

高精度の時間と周波数の標準及び遠隔地間での時計精密同期の必要性が高ま

りつつある。

この情勢の下で時刻及び周波数の国家標準をいかに精度 よく広い地域の一

般利用者に供給 し得るかが重要な問題となっている。従来の地上電波にかわ

り,静 止衛星を用いた標準供給方式は広域性,通 信の質,供 給精度並びに実

現可能性の観点か ら最適 と考えられる。

電波研究所は,53年4月 に打ち上げられた実験用中型放送衛星(BS「 ゆ

り」)を用い,そ のテレビジョソ信号を利用 した時刻,周 波数標準の供給 シ

ステムについて検討 と一部実験を行い,簡 易な受信装置により国内全域にわ

た り,周 波数では2×10冒10な いし1×10-11の 高精度利用が可能となる見通

しを得た。

(10)高 精度測位技術の研究開発

超長基線電波干渉計(VLBI)シ ステムは,電 波星あるいは人工衛星からの

微弱な雑音電波を遠 く離れた2地 点で受信 し,磁 気テープ上に時刻とともに

精密に記録する。この二つの受信テープの相関から,電 波の二地点への到達

時間差が高精度に求められる。VLBIシ ステムは当初電波天文の研究に用い

ていたが,近 年二地点間の時刻同期や測地的応用が脚光を浴びてお り,こ れ

を基にした地殻変動測定,長 期的地震予知をもたらすプレー ト運動の検証の

ほか,衛 星の軌道決定,極 運動,地 球回転,位 相ゆらぎ検出による電波伝搬

など多方面の応用が期待されている。

現在,国 内では54年から始まった第4次 地震予知5か 年計画に関する測地

学審議会の答申に 「宇宙技術によるプレー ト及び地殻変動観測」の新たな要

請があ り,ま た,国 際的には非エネルギー分野の目米科学技術協力協定(55

年5月1日 締結)に 基づき,1983年 から日本(電 波研究所)と 米国(航 空宇

宙局)と の間でVLBI実 験に より地殻変動などを調べることが合意された。

この計画が軌道にのれぽ,日 米間の距離を数cmの 誤差で測定することが期

待される。
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電波研究所では,こ れら内外の要請を受け,現 在,米 国側システムと互換

性のある超高精度電波干渉計システム(K-3)開 発の5か 年計画を実施 して

いる。電波研究所では従来からVLBIシ ステム開発に必要な,高 安定原子周

波数標準器や超精密時刻同期,天 体電波源や人工衛星追尾,高 速VLBIデ ー

タ処理などの技術を持ち,こ れを利用 して当面衛星軌道及び電波の位相ゆら

ぎなどの測定のためのシステム開発を行ってきた。 日本で最初のVLBIシ ス

テム(K-1)を 用いた国内実験は52年電波研究所鹿島支所 と電電公社横須賀

電気通信研究所間で行い,人 工衛星の雑音電波の到達時間決定誤差 土5nsを

得た。また電波星の受信データ処理か らもよい結果が得られた。次いで,電

波の位相ゆらぎなどの測定のため,帯 域幅合成による受信帯域の拡張,マ イ

クロ回線でデータ伝送を行 う実時間相関処理など,改 良したVLBIシ ステム

(K-2)を 開発し,鹿 島一平磯間で実験 して到達時間差決定誤差 ±0.2ns以

下を得た。

電波研究所は以上のような技術と実績を持ってお り,現 在開発 している超

高精度電波干渉計システム(K-3)に 寄せる内外関係者の期待は大 きい。

6宇 宙通信の実用化の促進

(1)通 信衛星及び放送衛星の実用化の促進

48年以来,我 が国は実験用中容量静止通信衛星(CS)及 び実験用中型放

送衛星(BS)の 開発を行い,現 在までにこれ らの衛星を利用 して各種の実

験を実施 して,多 くの貴重な成果を得ているところである。 これらの実験用

衛星の開発成果を踏まえるとともに通信,放 送分野における衛星の実利用に

対する強いニーズにかんがみ,通 信衛星2号(CS-2a及 びCS-2b)を57

年度及び58年 度に,ま た,放 送衛星2号(BS-2a及 びBS-2b)を58年 度

及び60年度に打ち上げ,そ れぞれ実用に供 してい くことしている。

通信衛星は,① 地上の災害の影響を受けにくいこと,② 地理的障害に左右

されず遠距離 広範囲通信が可能であること,③ 通信量の時間的及び場所的

変動に対する適応性に富むこと等の特徴を有する こ とか ら,通 信衛星2号
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(CS-2)に ついては,当 面,非 常災害時における通信の確保,離 島,辺 地

等との通信回線の設定及び平常時における臨時回線の設定等を目的 として・

電電公社が開設する国内公衆通信業務用通信回線及び行政機関等が開設する

公共業務用通信回線に利用することとしている。

また,放 送衛星は,1個 の衛星により高仰角で日本全土をカパーできると

い う特質を有するので,そ の打ち上げは,全 国規模でのテレビジコン放送の

難視聴解消に有効であることか ら,放 送衛星2号(BS-2)に ついては,当

面,辺 地や離島におけるNHKの テレビジョン放送の難視聴解消に利用する

こととしている。また,こ の衛星の打ち上げにより,非 常災害時における放

送の確保等のための利用などが期待 される。

CS-2及 びBS-2は 基本的には,そ れぞれ,CS及 びBSと 同規模 ・同

機能の衛星であるが,打 ち上げ ・ケットを変更すること,WARC(世 界無線

通信主管庁会議)に おいて決定 された技術基準に適合 させるこ と等 か ら,

CS,BSに 対 しそれぞれ所要の設計製作上の改修等が行われている。

CS-2及 びBS-2の 概要を第2-7-4表 に示す。

(2)通 信 ・放送衛星機構の設立

郵政省は,通 信衛星及び放送衛星の実用化を積極的に推進 してきた ところ

であるが,そ の利用の推進に当っては,

① 静止軌道及び宇宙通信用周波数を有効に利用する必要があること。

② 多額の資金,最 新の技術及び要員を集約 し,こ れを効率的に活用する必

要があること。

③ これ ら実用の衛星には,複 数の利用者が予想されるが,当 該利用者の利

害を公正に調正する必要があること。

等の観点から実用の通信衛星及び放送衛星の管理,運 用を一元的かつ効率的

に行 う機関を新たに設置することとした。

また,同 機関の法的形態については,

① その実施する業務は,利 用機関か らの料金によって運営されるとい う事

業経営的性格を有す ることか ら,国 以外の機関の協力を得るこ とに ょ っ
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第2-7-4表CS-2,BS-2の 概 要

露 ＼解

目 的

静 止 軌 道 位 置

重 量
(静止軌道上初朝重量)

ト ラ ン ス ポ ン ダ 数

伝 送 容 量

空 中 線 電 力

ナ ー ビ ス エ リ ア

CS-2

通信衛星に関する技術開発

公共業務用通信

国内公衆通信

本 機(CS-2a)東 経130度

予 備 機(CS-2b)東 経135度

約350kg

8

(マ イ クロ波 帯2,準 ミ リ

波 帯6)

電話換算

約4,000チ ャネ ル

マ イ ク ロ波 帯3W以 上

準 ミリ帯 帯2.5W以 上

マイクロ波帯 日本全土

準 ミリ波帯 日本本土

BS-2

放送衛星に関する技術開発

NHKテ レビジョン放送の難

視聴解消等

本 機(BS-2a),予 備 機(BS

-2b)と も東 経110度

約350kg

3(現 用2,予 備1)

(い ず れ も14/12GHz帯)

カ ラー テ レ ビ ジ ョ ン

2チ ャネ ル 同 時 送 信

100W

日本全土(日 本本土の中央部

においては直径約1m,小 笠

原島等の離島においては直径

約4.5mの パ ラボラアンテナ

にて受信可能)

設 計 寿 命3年 以上5年 を目標 i・年以上・年を腰

て,一 層の発展が期待されること。

② 事業の公共的性格にかんがみ,国 の監督 と助成が及ぶ組織とする必要が

あること。

等を考慮 して,特 別法に基づき,民 間の発起人の設立許可申請に対し,郵 政

大臣がその設立を認可するとともに,所 要の監督及び助成が及ぶ法人とする

こととした。

郵政省は,以 上のような考え方に基づき,54年 の第87通常国会に同法人の

設立,管 理等について規定 した 「通信 ・放送衛星機構法案」を提出した。
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同法案は54年6月6日 に可決成立 し,同6月12目 付で公布され,同7月1

日に施行された。同法案の施行に伴い,郵 政大臣の認可を得て同8月13日 に

通信 ・放送衛星機構(以 下 「機構」とい う。)が発足 した。

(3)通 信 ・放送衛星機構の概要

ア.主 要業務

(ア)通信衛星及び放送衛星を他に委託して打ち上げること。

(イ)通 信衛星及び放送衛星の位置,姿 勢等を制御すること。

(ウ)通 信衛星及び放送衛星に搭載された無線設備をこれを用いて無線局

を開設する者に利用させること。

イ.資 本金

機構iの資本金は,昭 和54年 度分8,4億 円,昭 和55年 度分9.6億 円の計18億

円であ り,昭 和58年 度までに約70億 円に増資される計画であ り,機 構の事業

運営に必要な基本財産を形成する衛星の管制用地上施設の建設に充当される

予定である。

この資本金は,政 府及び政府以外の者が5対5の 割合で出資してお り,政

府以外の出資者 としては,電 電公社,日 本放送協会及び国際電電となってい

る。

第4節 電磁波有効利用技術

1陸 上移動業務の狭帯域化通信方式

近年におけるVHF帯 及びUHF帯 陸上移動業務用周波数の需要の増大に

対処するため,従 来セルコール方式の導入,集 中基地方式の採用等を行 うこ

とによって周波数の有効利用を図ってきているが,さ らに,今 後の需要増に

備えた新たな狭帯域化通信方式の開発等周波数の一層の有効利用を図る必要

に追られている。このため,51年3月 電波技術審議会に対 し 「VHF,UH

F帯 における狭帯域化通信方式」について諮問がなされた。
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同審議会は,本 諮問にこたえ,考 えられる各種の狭帯域化通信 方 式 の う

ち,主 として400MHzの 現行FM通 信方式の狭帯域化について重点的に審

議することとし,CCIRの 勧告等を考慮してチャンネル 間隔12.5kHz(現

行方式のチャンネル間隔は150MHz帯 で20kHz,400MHz帯 で25kHzで

ある。)を前提とするFM送 受信機の主要な技術特性の検討を進めた。

52年度及び53年 度においては,400MHz帯 のFM送 受信機を製作 し,各 種

の耐妨害波特性等狭帯域化に必要な技術特性についての室内調査を実施する

とともに,走 行中の狭帯域化方式による音声受信品質について現行方式との

比較評価の野外調査を実施した。

54年度は,狭 帯域FM送 受信機の規格案の作成のため,隣 接チャンネル干

渉に関する補足の調査を実施するとともに,チ ャンネル間隔10kHzの 狭帯

域FM通 信方式の実用の可能性について調査を実施 した。さらに,400MHz

帯FM通 信方式を狭帯域化 した場合の周波数利用効率について,電 子計算機

第2-7-5表 狭帯域FH通 信方式の送受信機に関する主要な技術特性の規格

区 分 規 格

チ ャ ン ネ ル 間 隔 12,5kHz

送

号
口{

機

受

号
面
イ

機

周波数の安定度

最大周波数偏移

最高変調周波数

占有周波数帯幅

隣接チャンネルへの漏えい電力

スプリアス発射の強度

局部発振器の周波数安定度

感 度

通過帯域幅(6dB低 下)

隣接チャンネル選択度

相互変調特性

スプリアス ・レスポンス

副次的に発する電波等の限度
(擬似空中線使用)

土3×10雪b

±2.5kHz

3kHz

8.5kHz

60dB

送 信 出 力25W以 下

送信出力25Wを 超えるもの

2.5μW

70dB

±3×10-b

2μV

3kHz

60dB

70dB

70dB

4nW
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シ ミュ レーシ ョソ実験 を実 施 した。

この結果,狭 帯域FM通 信 方式 に関す る技術的条件について結論が得 られ

た ので,55年3月 郵政大 臣に対 し答 申された。なお,送 受信機 に関す る主要

な技術特性の規格 につ いては,第2-7-5表 に 示す とお りであ る。

また,リ ンコンペ ックスに よるSSB通 信 方式等,そ の他の新 しい狭帯域

化通信方式について も,引 き続 き調査が行われ る予定であ る。

2コ ー ドレス電話方式

社会生活の多様化により各種の電話サービスが導入されているが,現 在の

電話機 とローゼットを結ぶ有線部分を無線方式にするいわゆるコー ドレス電

話に対する需要が高まってきたことから,電 電公社では,公 衆通信業務とし

ての十分な品質の確保,消 費電力の低減,価 格の低廉化等が可能な技術開発

を実施し,コ ー ドレス電話の実用化を図った。

コー ドレス電話は,コ ー ドレス電話用接続装置とコー ドレス電話機で構成

され,さ らに,コ ー ドレス電話用接続装置は送信機,受 信機,信 号変換装置

及び空中線,ま た,コ ー ドレス電話機は,送 信機,受 信機,信 号変換装置,

ダイヤル,送 受話器及び空中線から組み立てられてお り,そ の主な諸元は第

2-7-6表 のとお りである。

郵政省では,コ ー ドレス電話が公共の利益及び利便に適合 しているものと

認め,そ の需要に対処するため,新 たに250MHz帯 及び400MHz帯 の周波

数を効率的利用方策を講 じた上で割 り当て,55年5月 から,東 京23区,横 浜

市,名 古屋市及び大阪市において,コ ー ドレス電話用無線局の開設の許可を

与えることとした。今後,全 国の主要都市に普及 していくものと考えられて

いる。
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第2-7-6表 コー ドレス電話方式の概要

項 目 諸 元

構 成

使用周波数

式

力

式

質

形

出

方

品

調

信

信

話

変

送

通

通

ゾー ン構 成

移 動 範 囲

誤接続対策

音

源

出呼

電

重 量

コ ー ドレス電 話 用 接続 装 置 及 び コ ー ドレ ス電 話機

400MHz帯(コ ー ドス電 話用 接続 装 置;送 信 用)

250MHz帯(コ ー ド レス 電話 機;送 信 用)

位 相 変調(最 大 周 波 数 偏 移 ±5kHz)

3mW

同 時 送 受 話 方 式

無 線 区 間S/N=40dB以 上,S/N=40dB以 下 は ス ケル チに よ

り接 続 しな い。

低 層150m×150m,高 層300m×300m

コ ー ドレス 電話 用 接 続 装 置 を 中 心 に して 無 線 区 間S/N=40dB

以上 確保 で き る範 囲(通 常20m程 度)

各 接 続装 置 と電 話 機 間 に 固 有 の 制御 信号(帯 域 内 トー ン信号 を

使 用)を 設 け,誤 接 続 及 び 不 正 使用 の 防止 を行 う。

トー ソ リンガ(1,336Hzの トー ソを16Hzで 断 続)

コ ー ドレス電 話 用 接 続 装 置AC100V(停 電 時 は 内蔵 の 電 池 で

約1時 間 使 用 可 能)

コー ドレス電 話 機DC3.OV(単1型 電 池2個,約1か 月 間 使 用

可 能,た だ し,1日10通 話3.5分/1回 と して)

コー ドレス電 話 用 接 続 装 置 約1 .5kg

コ ー ド レス電 話 機 約2 .1kg(600A形,600P形)

3車 両位置等 自動表 示 システム(AVMシ ス テム)

AVM(AutomaticVehicleMonitoring)シ ス テムは,電 波を利用 して運

行中の車両 の位置及び動態(実 車,空 車又 は作業中等)そ の他の情報 を 自動

的にセ ンタに収集表示す るシステムであるが,車 両の効率的な運行管理 に極

めて有効 なもので あることか ら,最 近各事業 において この システムを導入 し

よ うとす る気運 が高 まって きている。

AVMシ ス テ ムは,既 に米国,欧 州等 の諸外国は もとよ り,我 が国におい

て も,警 察庁,電 力会社,タ クシー会社等に よ り45年 ごろか ら一部 の地域に

おいて実 用に供 されてい るが,今 後 の急速 な普及が見込 まれ る ことか ら,郵

政省 においては,電 波 の有効利用上最 も適 した方式及び技術条件等を定め,
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AVMの 発展普及を図る必要があ り,51年 ごろか らAVMシ ステムに関する

本格的調査検討に取 り組んできた。この結果,AVMシ ステムの需要が多い

と予想される大都市においては,共 同利用及び電波の有効利用上か ら分散送

信方式が最も適したものであるとの結論を得たが,我 が国では実施例がない

ため,そ の有効性の確認 と技術資料を得る調査を行 う必要性が認め られた。

このため,54年3月 に財団法人移動無線センターを中心 とし,タ クシー関係

等のユーザ,AVM関 係メーカ等計20の 団体からなる 「AVM実 験協議会」

が設立され,54年9月 以来東京において分散送信方式に関する総合的な実験

第2-7-7表 サインポス ト装置の主要規格

項 目 概 要

送信装置

送信周波数

電波の形式

占有周波数帯幅の許容値

空中線電力

最大周波数偏移

副搬送波変調方式

副搬送波中心周波数

副搬送波の周波数偏移

符号伝送方式

符号伝送速度

426MHz

F2

16kHz

lW以 下

土3.5kHz

FSK

l,700Hz

±200Hz

デ ィジ タ ル信 号 方 式

200b/s

空中線系
指向特性

偏 波 面

原則として水平面無指向性

原則として垂直

位置信号

の 構 成

1ピ ッ ト

1フ レー ム

フ レー ム 同期 信 号

地 域 信号

地点信号(X,Y)

ス プ リ ッ ト ・フ ェー ズ に よ るNRZ方 式

55ビ ッ ト

15ビ ッ ト

10ビ ッ ト,(BCDコ ー ド十 パ リテ ィ符

号)×2け た

(OO～99)

15ビ ッ ト×2,(BCDコ ー ド十 パ リテ

ィ符 号)×3け た ×2

(000～999,000～99g)

電源剖 入蝿 源 ACIOOV,50/60Hz
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が行われ,55年3月 実験に関する報告書が提出された。

実験結果については,期 待どお り分散送信方式の有効性 と汎用性が確認 さ

れたほか,実 用に際 してサインポス トが適切に設置された場合には,更 にそ

の有効性が高まることが明らかにされた。

郵政省においては,こ の実験調査結果に基づいて,55年6月AVMシ ステ

ムに係る無線局の免許申請等に関する処理方針を決定 したが,同 方 針 の 中

で,今 後大都市においてAVMシ ステムを導入する場合には,原 則として分

散送信方式又は半自動方式によることとした。

なお,分 散送信方式による場合のサインポス ト用無線設備の主な規格は第

2-7-7表 のとお りである。

4自 動車公衆無線電話方式

社会活動の広域化,生 活様式の高度化,多 様化に伴い,即 時性及び広域性

に優れた公衆移動通信サービスの実施を要望する声が高まってお り,今 後ま

すます増大するものと推測される。

このような情勢を背景として,電 電公社では,44年 ごろか ら800MHz帯

の周波数を使用する大容量の自動車公衆無線電話方式の研究を開始 した。50

年10月 からは実験局を開設 して,首 都圏において小ゾーン方式によるサーピ

スエ リアの確認試験等の実験を行ってきたが,52年 には本方式に関す る研

究,開 発をおおむね終了し,実 用化への見通しを得るに至 った。

自動車公衆無線電話方式は,自 動車公衆無線電話と全国即時網の一般加入

電話との間,及 び自動車公衆無線電話相互間をダイヤルにより自動接続が可

能であ り,か つ,通 話品質として一般加入電話と同等の明瞭度を目標として

いる。 このシステムによるサービスを全国規模で実施するためには,移 動局

の自動位置登録及び無線 ゾーン通過に伴 う通話チャンネルの自動切替等複雑

な制御が必要であ り,か つ,大 容量の移動局が対象とな る の で,接 続制御

は,専 用の無線チャソネルで行 うことが無線回線の使用効率上有利であるこ

とから,通 話用チャソネルとは別に制御用チャンネル(発 信及び着信チャン
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ネルにより構成)を 設けて行われる。

そこで,電 電公社においては,本 サービスの開始に先立ち,53年10月 に実

験局を開設 し,総 合動作確認試験,通 話品質試験,信 頼度試験等の各種の実

用化試験を実施 し,良 好な結果が得られた。

また,自 動車公衆無線電話の導入に当た り,54年2月13日 付で無線設備規

則の一部改正を行い.自 動車公衆無線電話用無線局の無線設備に関する技術

基準が定められた。

自動車公衆無線電話サービスは,54年12月 か ら東京23区 におい て 開 始 さ

れ,引 き続き55年度には大阪地区と東京周辺都市に,56年 度には名古屋地区

と大阪周辺都市等においてサービスが開始 される予定であ り,さ らに,以 後

需要の動向を考慮しつつ逐次全国の主要都市,主 要幹線道路等に拡大 されて

い くことが期待されている。

なお,大 阪地区のサービス開始と東京周辺都市にサービスを拡大するに当

た り,55年4月 から大阪地区において実験局34局(基 地局相当10局,陸 上移

動局相当14局 及び機能試験用固定局相当10局)を 開設 し,総 合動作確認試験

を行 うほか,無 線回線制御局,無 線基地局等の各種設備を増設する場合の試

験手順,機 能確認方式等の確立並びに将来の公衆電話方式に対する課金信号

及びファクシミリ信号の伝送試験を実施中である。

5漏 えい同軸 ケー ブル方式 に よる新幹線 の列車 無線 システ ム

漏えい同軸ケーブル(LeakyCoaxialCable。 以下 「LCX」 とい う。)方

式は,従 来,地 下街等における消防活動をより円滑に行 うための無線通信補

助施設や,列 車無線 システムにおける トンネル内の不感対策等陸上移動通信

システムの一部に導入され,通 信系を補完するため有効に利用 されてきた。

LCX方 式による移動通信システムは,施 設費が高いこと等の不利な点は

あるが,

① 電波の放射がケーブルに沿ってほぼ一様であるため,地 形等の影響を受

けることな く,良 好な回線品質を全区間にわた り一様に得ることができる
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こと。

② 従来の空中線を使用する方式の場合のように,必 要 としない地域にまで

も電波を放射することはないこと。

③ 電波の漏えい周波数帯域を広くすることがでぎ,更 に電界のレベルが一

様なため相互変調が少な く,多 くのチャンネルが一括して伝送 で きる こ

と。

④ スロット(ケ ーブルの外部導体の,電 波の放射又は受信用の窓)の 形状

により,電 波の漏えい比率を加減することができること。

などの特徴があ り,周 波数の有効利用,高 品質の通信の確保に優れた性質を

有 している。

国鉄においては,こ のLCX方 式の特徴に着目し,56年10月 開業を目標 と

して建設を進めている東北,上 越新幹線の列車無線については,ト ンネル区

間の多いことのほか,東 京周辺部においては,電 波がふくそ うしていること

などから,全 区間にLCX方 式を採用することとしている。 このため,ま ず

栃木県小山市の43kmの 試験線区に53年6月,実 験局(基 地局相当1局,

移動局相当2局 で,い ずれも400MHz帯24チ ャンネル用)を 開設 し,LCX

方式による新幹線列車無線システムの各種の確認試験が行われ,良 好な結果

が得られた。 さらに,LCX方 式による総合列車無線システムの実用化に備

え,東 北新幹線仙台一北上間の雪対策実車走行試験線区113.5kmに おいて

は,LCXの 雪による影響等の調査が,ま た,上 越新幹線長岡一新潟間62km

の雪害対策実車走行試験区間においては,消 雪設備を付加するこ とに よ る

上CXの 動作確認試験が行われる予定である。

6マ イ クロ波通信方式

公衆通信用マイ クロ波多重通信回線は,29年 に4GHz帯 で電話360ch又

は 白黒 テ レビジ ョソ1chを 伝 送す る方式が開発 されて以来,現 在 までに2,

4,5,6,11,15及 び20GHz帯 が 使用 され るに至っている。 これに伴い1

無 線チ ャンネル当た りの伝送 容量 も着実に増 大 し,54年 度 には4及 び5GHz
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帯(搬 送周波数間隔40MHz)に おいて電話3,600chを 伝送する方式が実用

化され,51年 度に実用化された6GHz帯(搬 送周波数間隔29.65MHz)と

合わせて,1ル ー ト当た りの電話約6万chの 伝送が実現した。これらは空

中線系の交差偏波識別度,受 信機雑音指数及び送受信機の直線性の改善,送

信出力の増大等によ り,無 線搬送波周波数間隔が周波数分割多重化 したベー

スパ ンドの最高変調周波数の2.3～2.4倍 にまで縮小 し,周 波数の有効利用を

図ったものである。 また,今 後,増 加すると予想される大容量のディジタル

伝送路の需要に対 しては,長 距離幹線系用 として53年 度 より5GHz帯 にお

いて他のディジタル方式の2倍 の周波数利用効率を有する16値直交振幅変調

を用いたディジタル無線方式の伝送実験が行われてお り,55年 度においても

引き続 き正規反射波の強い海上区間において伝送実験等を行い,実 用化のた

めの基礎資料を得ることとしている。

一方,マ イクロ波多重通信方式は,治 安維持,行 政,公 益事業等の分野で

も広 く利用されているが,今 後 も社会活動の高度化,複 雑化に伴い,そ の利

用は増大 し,ま た,通 信内容もデータ通信,画 像通信等多様化 していくこと

が予想される。 これ ら公共事業等で使用されるマイ クロ波回線の周波数帯 と

しては2,6,7,12及 び15GHz帯 であ り,通 信容量は,電 話チャンネル換

算で300ch以 下の小中容量回線が多 くを占めてお り,ま た,今 後,ま すます

その必要性は高まっていくと考えられる。 これ らの小中容量回線の需要増大

に対 し,割 当周波数間隔の縮小等,周 波数の有効利用を図る観点か ら,51年

度に郵政省は,電 波技術審議会に対 し 「マイクロ波帯を使用する小中容量多

重通信方式に関する技術的条件について」諮問 したが,52年 度には現在最も

広 く使用されているFDM-FM方 式について,53年 度には最近需要増の著

しい小容量回線に適用されるPCM-4PSK方 式等について一部 答 申 を 得

た。54年 度からは,中 容量回線について審議が始められ,現 在までにディジ

タル方式 としてはTDM-4PSK及 びアナログ方式 としてはSSB方 式が有

効であるとの一応の結論が得られ,詳 細な検討が行われている。また,電 波

技術審議会の審議と並行 して,53年 度に対向形小容量PCM-4PSK方 式に
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ついて,日 本電子機械工業会及び利用機関の協力を得て機器の試作,野 外実

験等一連の開発実験を実施し,本 方式に関する免許処理方針の策定を行い,

55年度には多方向型小容量PCM-4PSK方 式について,同 様の開発実験を

実施することとしている。

7移 動体個別識別システム

最近,我 が国において,マ イクロ波帯を利用し,特 定地点に設置した質問

器か ら電波を発射し,自 動車,貨 車,コ ンテナ等の移動体に取 り付けた無電

源の番号応答器からその電波の再発射を受信することにより,個 別番号を読

み取る 「移動体個別識別システム」の開発が行われている。

この装置が実用化されると,各 種移動体の実態が自動的に検知 され る の

で,高 速道路出入登録,コ ンテナ運用管理等,移 動体管理及び情報 システム

のセンサとして多 くの用途が考えられる。

このシステムの一例 として,マ イ クロ波番号 自動識別装置の応答器が地上

質問器送信装置(無 線標定陸上局)か ら発射 され た 断続 波(繰 返 し数 ミリ

秒)を 受信し,こ れを番号情報により周波数偏移変調(FSK)し,地 上質問

器へ再発射する方式である。

この方式の注目すべきところは,応 答器が無電源である点である。応答器

では質問器よりのマイクロ波をダイオードレクティファィア付アンテナで整

流 し,得 られた直流及びパルス波で駆動させる点である。

この種のマイクロ波による近接通話は実用例が少なく,特 に無電源の応答

器の動作については例がないので,将 来の実用化への基礎資料を収集する開

発実験が進められている。

8準 ミリ波帯通信方式

電電公社では,年 々増大 ・高度化する通信需要に対応す るた め,15GHz

帯に次いで新しく20GHz帯 を用いた長距離大容量ディジタル通信方式の開

発を行い,51,52年 度に東京一横浜,大 阪一神戸の2区 間において商用試験
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を行い良好な結果を得た。

20GHz帯 は,降 雨による減衰が大きいため長距離回線には不適当と考 え

られてきたが,こ の方式は超高速PCM技 術及び固体電子化技術の活用並び

にPCMの 性質 と中継所構成の大幅な簡略化により約3kmご とに中継を繰

り返 し,長 距離幹線系にも使用可能 としたものである。

本方式は,第2-7-8表 に示す ように1シ ステム当 た り400Mb/s(電

話換算5,760回 線)の 伝送容量を有 し,1ル ー ト当た り現用8シ ステムを用

いて最大電話換算4万6,080回 線 を収容できる長距離大容量方式である。

今後,向 上する情報化社会の中で,本 方式は,多 様化する各種伝送形式に

適応する全国的なディジタル通信網の構成に有効であ り,55年 度には東京一

宇都宮間をはじめとして,3区 間に導入される予定になっている。

さらに,公 社ではデータ,フ ァクシ ミリ,画 像通信等の新サービスの進展

に伴い増大することが予想される広帯域デ ィジタル加入者線の需要に対処す

るため,準 ミリ波帯(25GHz帯)を 用いて電話局と加入者を結ぶ加入者無線

方式の開発を行っている。

加入者無線方式は,電 話局を基地局とし四つの扇形 ビームを用いて,半 形

約7km内 の事業所加入者等に広帯域ディジタル加入者線を提供するもので

ある。

本方式は,加 入者当た り64kb/sか ら数Mb/sま での広帯域デ ィジタル信

号の伝送が可能であるとともに,加 入老が散在 していても即応性をもって経

済的に対処できる特徴を有 している。

技術的にはDA-TDMA(DemandAssignTimeDivisionMultiple

Access)方 式を採用することにより,同 じ周波数を多数の加入者で共用し,

周波数の有効利用を図っている。また,マ イクロIC化 の技術を用いること

により,装 置の小型 ・軽量化を図 り,ビ ルの屋上あるいは屋内に容易に設置

できるようにしている。

本方式について,55年 度より現場試験が開始される予定になっている。
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20GHz帯 長距離大容量ディジタル通信方式の諸元

項 則 内 容 項 則 内 容

回 線 長2,500㎞ 中 継 形 式 検波再生中継方式

回線信頼度

(不か働率)

0.3%/2,500㎞/年 変 調 方 式

復 調 方 式

4相PSK

同期検波瞬時検出

中継区間距酬 ・㎞(標 準)
1輔 周波刎 ・・GH・

使 用 周 波 数ll・ ・-2・ ・GH・1送 信 電 力122dB・

伝 送 容 量

400Mb/s/1無 線

チ ャ ンネ ル(電 話

換算5,700回 線)

受信雑音指数

空 中 線

8dB

l.8mφ カ セ グ レン形

(送 受 共 用)

9ミ リ波帯通信方式

ミリ波帯(36-40GHz帯)は,固 定 ・移動業務に分配 されているにもか

かわらず,こ れまで十分に活用 されていなかったが,最 近の半導体素子技術

の急速な発達及び通信需要の増大 とあいまって,そ の利用について,世 界各

国で研究開発が進められている。 この周波数帯は,降 雨による減衰が大きい

反面,空 中線の指向性が鋭く,耐 干渉性の強い回線構成が可能であるとい う

利点があ り,比 較的短距離の区間で多方向に多数の回線を設定できる可能性

をもってお り,長 距離大容量の回線網 と都市及び都市周辺部で利用される各

種の通信機端末 とを結ぶものとして,将 来の開発利用が期待 される。

54年1月,こ の周波数帯の利用開発を 目的 とし,こ の種のシステムとして

は,我 が国としては初の39GHz帯 の周波数の電波を用いる小容量ディジタ

ル無線伝送 システムの実験局が開設 され,降 雨減衰による回線信頼度及びシ

ステムについての研究が開始された。

この実験に供されている装置の主な諸元は,第2-7-9表 のとお りで,

1シ ステム当た り1.544Mb/s(電 話24回 線相当)の 伝送容量を持ち,2相

PSK信 号 として伝送するもので あ り,ア ンテナと無線送受信装置 とは一体

として軽量にまとめられてお り,設 置も容易にできるように設計 され て い
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第2-7-9表 ミリ波帯小容量ディジタル無線伝送 システムの実験装置諸元

項 目 内 容

無 線 周 波 数 帯 38.6-40GHz

伝 送 容 量 24回 線

ビ ッ ト レ ー ト 1,544Mb/s

変 調 方 式 2相PSK

中 継 方 式 検波再生中継

受 信 方 式 ダ ブル ス ーパ ヘ テ ロ ダイ ン

標 準 中 継 区 間距 離 4km

送 信 出 力 十7dBm

受 信 機 雑 音 指 数 12dB以 下

ア ン テ ナ 直径450mm

周 波 数 安 定 度 2x10-4以 下

所 要C/N 10dB(BER=10-3)

中 間 周 波 数 320MHz(第1),70MHz(第2)

電 源 電 圧 一48VDC

消 費 電 力 約50W(ヒ ータ使用時80W)

外気温度

範 囲

規格 満 足 一10～ 十400C

安定 動 作 一30～ 一ト500C

外 形 寸 法 527mm(H)x527mm(W)×660mm(D)

重 量 35kg

る。

我が国の平均的な降雨条件において,こ の装置による年間の回線信頼度の

推定値は,第2-7一 ユ0表のとお りである。

実験の結果,十 分実用に供せる見通しが得られたので,55年 度には中央防

災無線網の一部として8省 庁間を結ぶ回線に利用 され る予定になっている。

また,電 電公社では,電 話局と電話局との間の広帯域ディジタル伝送路 とし
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第2-7-10表 ミリ波帯小容量ディジタル無線伝送システムの回線信頼度

伝 ば ん 距 離 年 間 回 線 信 頼 度

m

m

m

m

m

レ
晶

-K

lK

レ
n

レ
鼻

1

2

3

4

0

99.9999%

99.998%

99.99%

99.96%

99,6%

て利用するため検討が進められている。

10多 重放送

多重放送は,テ レビジ ョン放送や超短波放送(FM放 送)の 電波の周波数

的又は時間的な 「すき間」を利用 して,別 の情報を同時に放送するものであ

り,電 波の有効利用,放 送 メディアの多様化が期待できる。

信号重畳の方式としては,本 来の放送番組との間の相互妨害がな く,良 好

な品質が得 られ,し かも普及性のあることが開発の目標 となっている。

(1)テ レビジョン多重放送

信号を多重する方法として,実 用性があると考えられるものは,映 像信号

の垂直帰線消去期間や音声信号の副搬送波等に別の信号を重畳するものであ

る。

一般受信者を対象 とする多重放送としては,現 在,音 声多重放送,文 字放

送,静 止画放送及びファクシ ミリ放送の4種 類が主に考えられている。

ア.音 声多重放送

現在のテレビジョン放送の音声信号に別の音声信号を重畳 して放送するも

のであ り,テ レビジョン音声のステレオ化や2か 国語放送などのテレビジョ

ン番組と関連 した使い方のほか,独 立 した内容の音声放送 としても使 うこと

ができる。

方式としては,電 波技術審議会が47年3月 に,両 立性,音 質及び普及性を

考慮 し,FM-FM方 式(副 音声で副搬送波をFMし ・この副搬送波で更に

音声搬送波をFMす る方式)が 最 も適当な放送方式であるとして技術基準の
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答申を行ってお り,更 に,視 聴者に与える影響,需 要動向等をは握 し,将 来

の円滑な実用化に備えるため,53年9月 以来,東 京 ・大阪をはじめとして,

55年7月 現在,NHK5地 区及び民放13地 区28社 のテレビジョン音声多重放

送が実用化試験局として免許 されている。

イ.文 字放送

映像信号の垂直帰線消去期間の一部に,時 刻,ニ ュース,天 気予報,ろ う

あ者向け字幕等の文字あるいは簡単な図形を重畳 して放送 し,受 信側ではア

ダプタを付加することにより,テ レビ受信機のブラウソ管上に,単 独に,あ

るいはスーパーインポーズの形で文字又は図形を表示するものである。一般

的には,数 種類の情報が同時に放送され,受 信者側でそれを自由に選択する

こととなる。

文字放送の方式については,走 査方法,伝 送方法,伝 送速度,制 御信号方

式等の異なるものが開発され,提 案 されているが,電 波技術審議会では,こ

れらの方式を基にして,普 及性,発 展性,国 際性等を考慮 し,53年12月 に,

文字放送の方式の基本について答申を行い,現 在は文字放送の技術基準の細

部についてのつめをい急いでいるところである。

ウ.静 止画放送

映像信号の垂直帰線消去期間の一部に静止画の信号を重畳 して放送するも

のであ り,本 来のテ レビジ コン放送を映画 とすれぽ,静 止画放送はスライ ド

に相当する。また,音 声多重放送を組み合わせて音声付 きの静止画放送とす

ることも可能である。静止画放送は技術面,利 用面 とも検討すべき問題が多

く残されている。

エ.フ ァクシミリ放送

現在のテレビジョン放送にファクシミリ信号を重畳して放送 し,受 信者は

アダプタ及び記録装置を用いて印刷物の形で情報を得るものであ り,フ ァク

シミリ信号を重畳する方法 としては,音 声副搬送波を利用することが適当と

されている。

53年度の電波技術審議会では・ファクシミリ信号をテ レビジョン放送電波
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に音声第2副 搬送波を用いて重畳する場合の現用送受信装置の両立性及び伝

送特性について検討を行ったが,テ レビジョソ音声多重放送への漏話がほぼ

許容限であ り,両 立性の点から問題があるので,更 にファクシミリ信号の変

調条件について検討を行 うこととしている。

(2)FM多 重放送

FM放 送に多重できる信号は,二 つに大別できる。一つは現行2チ ャンネ

ルステレオ放送の拡大としての多チャンネルステレオ音声信号であ り,も う

一つはステレオ放送と内容を異にする信号(独 立音声信号,デ ータ信号等)

である。

ア.多 チャンネルステレオ

4チ ャンネルステレオ音声信号を重畳する場合については,電 波技術審議

会において,54年 度末までに,音 響効果,信 号対雑音比,占 有周 波 数 帯 域

幅,混 信保護比等の多重方式検討上の基本的事項を明らかにしている。今後

は,ス テ レオ放送 と内容を異にする信号を重畳する場合との関連などについ

て,審 議が行われるものと考えられる。

イ.ス テ レオ放送 と内容を異にする信号

ステレオ放送 と内容を異にする信号を重畳する場合については,電 波技術

審議会における検討の結果,42年 度答申に挙げられている方式(米 国が行っ

ているSCAと 同じ方式)で は,現 行ステ レオ放送受信に漏話を生 じ,両 立

させることは困難であることが明らかにされている。同審議会は,今 後さら

に,そ の他の方式により現行ステ レオ放送と両立可能な多重を行 うための技

術条件について,引 き続 き検討を行 うこととしている。

ウ.緊 急放送システム

大規模地震の直前予知技術の水準は近年とみに向上 し,53年12月 施行の大

規模地震対策特別措置法により,地 震防災対策強化地域の指定や地震予知情

報の位置づけが行われるなど,研 究,開 発の段階からようや く予報,警 報の

時代に入った。

い うまでもなく,地 震予知とい う自然科学の成果も,そ れが情報として迅
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速,正 確かつ漏れなく必要なところへ伝達されない限 り,防 災には生かされ

ない。

このような情勢を背景として,郵 政省では,54年1月,放 送波を利用する

緊急放送 システムの方式及び技術基準の早期確立に資するため,郵 政省,N

HK,民 間放送連盟,関 係民間放送事業老及び日本電子機械工業会を構成員

とする 「緊急放送システム技術懇談会」を設置した。

この緊急放送システムとは,災 害に関する緊急情報を漏れなく周知するた

め,放 送電波に緊急警報信号を重畳することにより,深 夜など家庭の受信機

のスイッチが入っていない場合でも,受 信者の備える専用アダプタ,専 用受

信機などにより,警 報音の発生,受 信機電源の操作等を自動的に行 うシステ

ムの総称である。

同技術懇談会は3月 までの間,3回 にわた り,予 想される利用形態,望 ま

しい信号重畳方式等について予備的検討を行い,シ ステ ム の 方 式,適 用対

象,妨 害対策等の6項 目にわたる意見の集約を行った。

さらに,郵 政省は,3月 の電波技術審議会定時総会において,55年 度の新

規審議事項として,「放送電波に重畳する緊急警報信号に関する技術的条件」

を諮問 した。答申が得られ次第,早 急に関係法令等の整備を行った上で,実

用化の道が開かれることになろ う。

11ス ペ ク トラム拡 散通信方式

郵政省電波研究所は,陸 上移動通信を対象とするスペ クトラム拡散方式の

開発を 目標に,54年 度から,そ の適用性の調査を実施 し,本 格的な研究を開

始 した。

その結果,こ の方式を陸上移動通信に利用するには,広 帯域多重波伝搬現

象が初期接続 と同期保持に大きな障害を与えることが判明 した。その具体的

解決策を取 り入れ柔軟性をもたせるため種々の設定条件を考慮 した直接拡散

(DS)及 び周波数ホッピング(FH)の 変復調法と広帯域 フェージングシミ

ュレータ(WBFS)で 構成 した国産で初めての基本 システムのハー ド化を開



第7章 技術及びシステムの研究開発 一397一

始 した。

12リ ン コ ンペ ッ クス通 信方 式

郵政省電波研究所は,リ ンコンペ ックス方式の陸上移動通信への応用を,

48年度以来研究し,開 発中である。51年 度の実験から,こ の方式は現行方F

M方 式と比較 して周波数間隔を3分 の1に 程度に縮小 しても,同 等の性能が

確保でき,周 波数スペ クトラムの有効利用に対 し,将 来かな り有望な方式と

な り得る見通 しがついた。

また,実 用的見地からみれば,フ ェージング抑圧器で再生できない深さと

速度をもつ信号変動に応ずるAGCの 開発,周 波数の高安定化,装 置の小型

化と簡易化による低コス ト化など,解 決すべき多 くの課題が残されたが,こ

れらは新回路技術等の応用で解決できる見通 しを得たので,53年 度は実回線

における周波数割当て間隔の技術的諸条件に関するデータを取得 す るた め

に,新 たに実用化を目指 して送信装置2台,受 信装置1台 の設計試作を終了

した。54年 度は,こ れ らの装置を用いて実用化に必要な技術基準に関する資

料の調査検討を行 った。55年 度は,電 波技術審議会第2部 会第4小 委員会の

調査活動の一環 としての野外実験を実施 し,こ の方式の有効性を明らかにす

る計画である。

13直 交偏波による周波数再利用

国際通信需要の増大に対処するため,イ ンテルサットV号 系衛星では,4

GHzと6GHzそ れぞれの周波数帯において直交2偏 波による周波数再利用

が計画されている。

国際電電では,こ れらの直交2偏 波が降雨域を通過する時に生 じる2偏 波

間識別度の劣化を救済する補償装置の開発を一環として,4GHz帯 補償装置

を試作し,衛 星実験により技術資料を取得 した。引き続き6GHz帯 補償制御

方式の検討 と装置の試作を行い,ア ップ/ダ ウン両 リンクを対象とした補償

システムの検討を進めている。
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14サ イ トダイ バ シテ ィ

衛星通信 では,通 信需要の増 大に対処す るため,6/4GHz帯 の ほかに,10

GHz以 上 の周波数帯 も用 い られ るよ うに なって きた。 インテルサ ッ ト系 に

お いて も,V号 系以降の衛星ではスポ ッ トビーム用 として,14/11GHz帯 が

使用 され ることにな っている。

10GHz以 上 の周波数では,降 雨に よって電 波が減衰 を受 け る が,特 に,

ア ンテナの仰角が低 くなる場合 にはその傾 向が顕著で ある。降雨減衰 の影響

を軽 減する有効 な方法 の一つ として,サ イ トダイバ シテ ィが ある。電電公社

では,世 界に先駆けて準 ミリ波帯を用い る衛星通信方式を提案す る と と も

に,サ イ トダイパ シティについては20GHz帯 の 研究を進 めて きた。 また,

国際電電 では,早 くか らサイ トダイバ シテ ィ方式 の研 究を進 めて きたが,既

に,イ ンテルサ ッ トか らの委 託を受けて,TDMA(Ti皿eDivisionMul・

tipleAccess)方 式 を対象 とした ダイバ シテ ィ装置を試 作 し,イ ンテルサ ッ

トへ納入 したほか,西 日本各地 を中心 に電波伝搬特性 の測定 を行 って きた。

また,イ ソテルサ ッ トV号 系以降 のイ ン ド洋衛星を対象 に14/11GHz帯 に よ

る低仰 角運用 に対処す るた めの ダイバ シテ ィシステムの総合的 な研究 を開始

した。

(1)14/11GHz帯 サ イ トダイバ シテ ィ実験

イ ン ド洋V号 衛星を対象 に,低 仰角運用におけ るサ イ トダイバ シテ ィの各

種伝搬資料 の取得及び通信実験を行 うため,山 口衛星通信所及び浜 田国際中

継所 にダイバ シテ ィ実験 システ ムを設置す ることと し,そ の基礎検討を行 っ

た。

(2)サ イ トダイバシテ ィ効果

電電公社ではCS及 び ラジオ メータを用いて横 須賀,横 浜及び川 崎におい

て20GHz帯 の降雨減衰を測定 している。 この降 雨減 衰の同時 測定 デ ータを

解析 して,地 球局間距離 とダイパ シテ ィ効果 の関係 について検討 を行 ってい

る。 また,同 地域の降雨強 度デ ータを用 いて,サ イ トダイパ シテ ィ効果 の測
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定 を行 っている。

国際電電では,瀬 戸 内海沿岸3か 所 での12GHzラ ジオ メータに よる降雨

減衰同時観測や,山 口,茨 城及び沖縄での降雨観測等に よって得 られたサイ

トダイバ シティ効果に関す るデータの解析を進 めた。 これは一 部イ ンテルサ

ッ トか らの受託研究に よる ものである。 また,中 ・長距離での ダイバ シテ ィ

効果 について調査す るため,約100km離 れ た山 口 ・浜田両地点で の12GHz

ラ ジオ メータに よる降雨減衰同時測定 も開始 した。

1540GHz以 上 の電 波利用 の研究

40GHz以 上の周波数帯における電波伝搬では,大 気中の 酸素や水蒸気に

よる吸収 とともに,降 雨による減衰を考慮する必要がある。特に降雨による

減衰は,40GHz以 上の周波数の電波全域にわたって著 しく大きい の で,こ

の周波数帯を利用するには,降 雨減衰特性の解明が重要 となっている。 これ

ら降雨強度 と降雨減衰との関係の解明に加えて,ミ リ波降雨減衰に大きな影

響を及ぼす降雨粒径分布と降雨減衰 との関係の解明も重要である。

これらの研究を推進するため,54年 度は,電 波伝搬実験装置,雨 量計ネッ

トワーク,降 雨粒径分布測定装置等を含む ミリ波伝搬実験 システムを運用す

るとともに,成 果の公表及びこの周波数帯における電波利用の開発を行って

いる。

16ラ ス ・ レ ー ダ

郵政省電波研究所(RRL)で は,新 しい電波利用の計測システムの一つ と

して,ラ ス ・レーダ(電波音波共用探査装置)を開発 した。 ラス ・レーダは,

音波の大気伝搬速度が気温の平方根に比例し,気 圧に無関係とい う性質を利

用 して,鋭 直上方に発射 されたパルス音波の伝搬速度を電波の ドプラレーダ

で測定 して,気 温プロフィルを求める隔測装置である。音波によって作られ

る気温の粗密は空気の誘電率の変化に対応 し,反 射係数は非常に小さいが,

音波によって作 られる波面に入射するレーダ電波の一部を反射する。この反
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射電波は,反 射面 の移動す なわ ち音速に相当す る ドプラ効果 を受け る。 反射

波 の ドプラシフ ト周波数をパル ス音波の送 信時を起点 として,時 々刻 々測定

すれ ぽ気温高度分布が測定 され る。

RRLラ ス・レーダは,送 受信 ア ンテナ ともに3mφ パ ラボ ラを使用す る445

MHz,CWド プ ラ レーダと遮 音壁 付 き1.5mφ パ ラボ ラ型音波 ア ンテナを も

つ1,000Hz帯 パ ルス音波発射器 とに よって構成 されている。音波 ア ンテナの

両側 に送信 ア ンテナ,受 信 アンテナを密着配 置す る運用 で,夏 季,常 時200

～600m ,と きに1,200mま で の気温高度分布測定 が精度0.6℃ で可能 であ

る。 ア ンテナ配列を変え ると,こ の探査 高度範 囲は変化す る。

54年 度 はラス・レーダ研究開発 の最終年度 に当た り,最 終的 な改造 と性能 の

評価 を行 い,55年 度 は この原理 を応用 し,上 層風隔測装置 の開発に着手す る。

17レ ーザ リモ ー トセ ンシ ソ グ

電磁波 の有効利用の一つ として リモー トセ ンシング技術 の開発 は,近 年 マ

イ クロ波か ら レーザ波 まで,と みに盛 んに行われ ている。 レーザを用 いた リ

モー トセ ンシングの場 合,レ ーザ波 の超 々高周波性(1013～1015Hz)に 基 づ

き,そ の測定対象物質は主 に原子,分 子 の領域 に及 ぶ。

郵政省電波研究所 では,光 化学 スモ ッグ発生時 に重要 な役割 を演 ずるオ ゾ

ン分子 と炭酸 ガス レーザ との間で生 じる吸収効果 を利用 した差分 吸収型 オ ゾ

ンモ ニタ用 レーザ レー ダの開発研究 を進 めて きてお り,2～3km先 の オ ゾ

ン濃度の遠隔測定 に世 界で初 めて成功 した。現在,よ り広域 なオ ゾンモ ニタ

ーを 目的 とした飛行機 とう載用小型 レーザ ・オ ゾソモ ニタ装置 を飛行実験を

重ねつつ開発 中である。

第5節 有線伝送及び交換技術

電 話 トラピックの増大 に対処す る とともに,画 像通信,デ ータ通信等 の多

彩なサー ビスを効率 よく伝送す るため アナログ及びデ ィジタル両方式に よる
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大 容量 同軸 ケーブル伝送方式が開発 され,商 用に供 されている。

また,今 後のデ ィジタル網 を形成す る上での基本技術である網 同期方式 と

デ ィジタル同期端局装置 も実用化 されている。

さらに,近 年,性 能,信 頼性等 あらゆ る面 で進歩 の著 しい光 ファイバ ケー

ブル伝送方式が実用化の段 階を迎え よ うとしている。

1平 衡対 ケーブル方式

平衡対 ケーブルに関す る技 術につ いては,細 心化,多 対化,伝 送特性及び

信頼性 の向上等を図 る観点 か ら開発が進め られてお り,こ れ まで,紙 絶縁 の

ス タルペスケーブル,ポ リエチ レン絶縁 の市内CCPケ ー ブル,発 泡 ポ リエ

チ レン絶縁 の中継用PEF-LAPケ ー ブル等が実用化 されている。 この うち,

主 に地下 き線に使用 され るス タルペ スケーブルは,今 後 の非電話サ ービスに

対 しては漏話特性か らくる心線収容制限等の面で制約 がある。 このため,54

年 度 は発泡 ポ リエチ レンの発泡度を高 くして,絶 縁被覆 の薄肉化,漏 話特性

の向上 を図 った市内PECケ ー ブルの実用化が進め られている。

平衡対 ケーブルに適用す る多重化伝送方式 としては,音 声12回 線 を二対 の

平衡対 で双方向伝送するT-12SR方 式 及び我が国初 のデ ィジタル伝送 方式

であるPCM-24方 式 等があ り,こ れ らは,集 中局～端局 間等 の近距離回線

の経済化 に役立 っている。

また,平 衡対 ケーブルを用 いて4MHz帯 域 の白黒及び カラーテ レビ信号を

ベ ースバ ン ドで中継するための方式 と して,中 継 器の伝送特性 の改善に よ り

適 用距離 の延長を図 ったITV-4M方 式 が実用化 され た。

2同 軸 ケーブル方式

(1)陸 上 同軸 ケーブル方式

現在,陸 上用大容量伝送路に用い られ てい る同軸 ケーブルは,9.5mm同

軸 ケーブル(同 外部導体径2.6/9.5mm)と4.4mm同 軸 ケーブル(1.2/4.4

mm)と に 大別 され,そ のケーブル特性 はいずれ もCCITT規 格 に よってい
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る。

アナログ伝送方式については,我 が国の代表的な方式として全国的に用い

られてきた12MHz方 式(電 話2,700回 線)を は じめとして,60MHz方 式

(電話1万800回 線,又 は,4MHzテ レビ9回 線)が 導入され て い る。一

方,デ ィジタル伝送方式は,音 声はもとより画像通信,デ ータ通信等の多様

な情報を経済的かつ高品質で伝送できる特徴を有 してお り,中 ・短距離区間

に適用されるDC-100M方 式(電 話1,440回 線又は4MHzテ レビ15回線)

の実用化に続 き,デ ィジタル伝送方式としては世界最大の伝送容量を持ち,

長距離区間に適用されるDC-400M方 式(電 話5,760回 線又は4MHzテ レ

ビ60回線)が51年 度か ら商用に供されている(第2-7-11図 参照)。 本方

式は,今 後の多様なサービスを提供する電気通信網の形成に大いに寄与する

ことが期待される。

ディジタル伝送方式に関連 して,53年 度には 網同期方式 と一次群(1.544

Mb/s)レ ベルでの デ ィジタル同期端局装置が実用化され,初 めて 網 として

のデ ィジタル化が進め られる段階に達 した。網同期 とは,デ ィジタル網にお

けるディジタル端局装置等に対 して,一 定の共通 クロックを供給することに

より,そ の処理の簡潔かつ効率化を図るものであ り,デ ィジタル網を実現す

る上での最も基本的かつ不可欠の技術である。54年 度はディジタル同期端局

装置,デ ィジタル伝送路,網 同期装置及びディジタル交換機を統合 し,将 来

の本格的なディジタル網を 目指 した実験を行っている。

(2)海 底同軸ケーブル方式

郵政省では,電 電公社,国 際電電等の協力の下に,50年 度か ら4か 年計画

で,従 来の銅に代えてアル ミーウムを外部導体 として使用する新海底同軸ケ

ーブルシステムの開発を進めた。本開発は,最 近,国 際間の海底同軸ケーブ

ルの各種の建設計画が進められている状況にかんがみ,国 際競争力のある海

底同軸ケーブルの早急な開発が必要であること,先 行の銅資源の枯渇化が憂

慮されていることなどから,外 部導体 としてアル ミニウムを使用するととも

に,ケ ーブルシステム全体について経済化を指向した海底同軸ケーブルの開
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発 を行 うことを 目的 とした ものである。 本計画で開発 された システ ムは,12

MHz方 式(電 話1,600回 線3KHz/回 線)で あ り,基 礎的 な研究開発を終

わ り,53年 度 及び54年 度 には相模湾 において現場試験 が行われ,シ ステ ムの

特性,安 定度等 の確認が行われ た。

電 電公社 では,国 内通信用海底 同軸 ケーブル方式 として,45年 以 来短距離

用のCS-10M方 式(電 話900回 線)及 びCS-36M-S方 式(電 話2,700

回 線),並 び に長距離方式 のCS-36M-D2方 式(電 話900回 線 及び カ ラー

テ レビ2回 線)及 びCS-36M-D1方 式(電 話2,700回 線)が 現在 まで に

実用化 されている(第2-7-11図 参照)。

第2-7-11図 同軸ケーブル方式の開発経過
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また,海 底 ケーブル敷設,埋 設技術 の開発 も続け られてお り,敷 設 に関 し

ては,航 行制御,ケ ーブル敷設,工 事記録等を コンピュータで制御す る敷設

自動化 システ ム,埋 設 に関 しては水深200mま で 埋設可能な ケーブル埋設機

が実用 に供 されてい る。 また,同 軸 ケーブルではケーブル障害 の通信サ ー ビ



一404一 第2部 各 論

スに与える影響が大きく,迅 速かつ完全な修復が要求される。このため・一

般的には直線状にない修理後のケーブルの再埋設を水深,200mで も可能 と

なるよう,ケ ーブル位置探知機能及び方向制御機能を備えた,修 理用埋設機

などの修理技術の開発 も進められている。

また,国 際海底 ケーブル関係では,日 韓間の通信需要の増大に対処するた

め,55年 末の完成 目途 として日本～韓国間約290kmに 海底同軸ケーブル(電

話2,700回 線)を 敷設することとした。 この区間の水深は最大でも200m程

度であり,海 水の温度変化の影響を受けるため,温 度 自動利得調整等の機能

をもったCS-36M-DR方 式を使用 した。また,施 工方法としては,漁 労

等か らの被害を防 ぐため,全 区間のケーブルを海底に埋設する方法を採用し

た。

大容量国際海底ケーブルでは,ケ ーブル障害が通信サービスに重大な影響

を与えるため,障 害となった場合には,迅 速な修復を行 う必要がある。 この

ため国際電電では,効 率的な海底ケーブルの修理技術,特 に埋設ケーブルに

も適用できる技術の開発を行っている。

埋設ケーブルを効率的に修理するために必要なケーブルの所在個所の探索

に関 しては,既 に実用化されたセンサ曳行式探索装置の適用水深を200mま

で拡張する改善を実施 した。また,埋 設 されたケーブルの探線 捕そ く,引

揚げに関しては,54年 度に開発 した捕そ くセンサ付探線機に,更 に捕そ くし

たケーブルの切断,保 持機能を付加する開発を進めた。

また,遠 方のケーブル障害点の位置を陸上から測定する方法 として,中 継

器歪特性を利用する新 しい方式による障害位置測定器も開発 した。 これを 日

中ケーブルの障害時に使用 した結果,高 精度で障害位置の測定が可能である

ことが確認された。

3光 ファイバ ケーブル伝送方式

光 ファイバ ケー ブル伝送方式 は,光 フ ァイバを伝送媒体 とす るもので,直

径0.1mm程 度 の光 ファイバ1本 で,同 軸 ケーブル1芯 と同等 あるいは,そ
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れ 以上の容量 の伝送が できること,低 損 失であるため中継距離 を長 くで きる

こと,光 ファイバ の直径が細いので大束 ケーブル の製造 が可能 であること,

漏 話が無視で きるこ と,軽 量で可 とう性 に優れてい ること,電 力線,電 気鉄

道等か らの外 部誘導を受け ない こと,限 りある銅資源を使 用す る必要が ない

ことな ど,多 くの特長を有 してお り,大 容量基幹伝送 路 としてば か りで な

く,加 入老系 にまで広範囲 に適用で きる もの として期 待 され ている。 このた

め,各 方面 で光 ファイバ,光 源であ る各種 レーザ,発 光 ダ イ オ ー ド,受 光

器,中 継 器,変 調器等 の研究開発に加 えて伝送方式の研究,実 用化が行われ

ている。

電電公 社では,損 失が0.5dB/kmを 下 回る 極低損失 の多 モー ドファイバ

及び0.2dB/kmを 下 回る単一 モー ドファイバの試作が行われたほか,フ ァ

イバの新 しい融着接続技術の開発(平 均 損失0.1dB以 下)及 び光 フ ァイバの

連続製造 法の発 明並びに1.3μm帯 の レーザ光 による800Mb/sデ ィジタル伝

送実験の成功,1.5μm帯 半 導体 レーザの室温1万 時 間連続発振等 の成 果 を

上げている。 このよ うな研究成果 を踏 まえ,53年 度 には近距離光 フ ァイバ ケ

ーブル伝送方式 について都内(唐 ケ崎一霞 ケ関一 大手町一蔵前一浜町)の 約

20kmの 区 間において,48芯 の 多モ ー ド光 フ ァイバ ケーブルを主体 として,

商 用に近い形 で32Mb/s,100Mb/s及 び カラーテ レビジ ョン信号 の伝送実験

が行われ,目 標値を十分満足す る良好 な品質 の伝送回線 が得 られ ることが確

認 された。54年 度か らは上記伝送実験 に6.3Mb/sを 加 え,よ り実用化に近

い形での現場試験が川崎市内約18kmの 区 間で進め られている。 また,光 フ

ァイバ ケー ブル伝送方式の長距離大 容量伝送路へ の適 用についても研究が行

われている。

陸上用の光 ファイバ ケーブル伝送方式 の開発 と並行 して,海 底光 ファイバ

ヶ一ブル伝送方式の開発 も進め られてお り,1.3μmの 長波長帯の光源 を 用

い,6.3～100Mb/sの デ ィジタル信 号を約50kmに わ た り無 中継で伝送可能

な方式 の検討が行われ ている。

この他,超 広帯域特性を活用 した波長多重伝送 方式等 の研究が進め られ て
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お り,明 るい見通 しが得 られてい る。 また,加 入者系への適用について も検

討が進め られてい る。

国際電電 においては,将 来 の国際通信 に使用す る光 ファイバ海底 ケーブル

方式 に関す る研究開発を進めて いる。現在 目標 と してい るシステムは,最 大

方式長1万km,伝 送 速度約280Mb/sで,開 発期 間は8年 を予定 してい る。

この開発 の一環 として,シ ステム諸元を想定 し光海底中継器回路 の基礎的 な

試 作を行 った。 また,水 深8,000mま で に使用 で きる光 フ ァイバ海底 ケーブ

ルを試作 して,房 総半 島南東約100kmの 水 深約5,000mの 海 域 において敷

設実験を実施 し,伝 送特性,機 械 的特性及 び敷設上 の問題点のは握 を 行 っ

た。

また,光 ファイバの低損 失波長領域 で動作す る長波長帯 半導体 レーザ と受

光素子 の開発を進 めている。広 帯域伝送 に適 した1.3μm帯 半導体 レーザの

開発 に引 き続 き,54年8月 には,光 ファイバ の伝送 損失が最小 と な る1.55

μm帯 の半導体 レーザの室温連続発振 に 成 功 し た。 この1,55μm帯 レーザ

は,7,000時 間 経過後 も順 調に動作を続 けている。一 方,受 光素子について

は,波 長L7μmま で感度を有する新 しい構 造の低雑 音,高 感度 アバ ランシ

・ホ トダイオー ドの開発を進めてい る
。

4電 子交換方式

電電公社では,蓄 積プログラム制御方式を採用 した電子交換機を46年 に実

用化 し,53年 度末現在約270ユ ニットが全国で運用されている。

最初に実用化されたのは,D10形 自動交換機 と呼ぼれる大局用の電子交換

機である。54年 度はこの電子交換機の高性能化,経 済化を図るため,よ り高

速で処理能力の高い中央処理系装置,小 形経済化を図った新通話路系装置を

採用 した方式(端 子容量約9万)の 商用試験を行った。また,ソ フトウェァ

についても新機能,新 サービスの追加に対する即応性の向上,維 持管理の容

易化等を図るため,機 能ブロック化によりプログラム構造を改良し,プ ログ

ラム言語 として交換用高水準言語(CHILL)を 使用 した改良プログラムシス
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テムを実用化し,商 用試験を実施 している。

一方,中 局用電子交換機としてはD20形 自動交換,機を実用化し,51年 にサ

ービスを開始している。その後,経 済化を目的とした改良 を 行 った。さら

に,小 局用電子交換機としてD30形 自動交換機を開発 し,商 用試験を行って

いる。

D30形 自動交換機の開発により,あ らゆる規模の局に経済的に電子交換機

を導入できるようにな り,今 後これ らの電子交換機の普及により,大 局,中

局,小 局 ともに同等のサービスが受けられるようになる。

電子交換機は通常の通話の他にも蓄積プログラム制御の利点を活用し,自

動車電話,自 動内航船舶電話等移動通信用の交換機 としても使用 され て お

り,ま た,無 紐式手動台の制御にも使用されている。さらに,将 来の新サー

ビスに対 して効力を発揮するものとして期待される共通線信号方式も既に実

用に供されている。現在はその改良 としてCCITTNo.7方 式に準拠 した共

通線信号方式の実現にむけ開発を行っている。

D10～D30形 自動交換機はいずれ もアナログ形の交換機であるが,将 来の

ディジタル網の中枢をなすディジタル交換機についても開発を進めている。

ディジタル化により交換機の小形化,経 済化を図ることができ,更 にディ

ジタル伝送路 と一体 となって網全体の経済化を図ることができる。また,音

声に限らずデータ ・画像等のデ ィジタル情報を扱えること,速 度の異なる情

報を効率良く交換できることなどか ら将来の多様な通信サービスを効率的に

提供することが期待できる。

このため,中 継線交換機及び加入者線交換機の実用化を進めてお り,中 継

線交換機については,現 場試験を行っている。また,加 入者線交換機につい

ても試作を終え,試 験を行っている。

国際電電では,52年2月 以来,XE-1国 際電話用電子交換 システムを商用

に供 しているが,国 際ダイヤル通話(ISD)の できるのは 国内の電子交換機

(DEX)に 収容されている加入者に限られていたので,さ らに,ク ロスバ交

換機のプッシュホン加入者からもISDを 利用可能 とするXR-2国 際電話
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自動化設備を55年1月 商用に供 した。 また,通 信の需要増大に備えるととも

に安定的なサービスを提供するため,58年 度を目途に大阪地区へ導入す る新

たな国際電話用電子交換システム(自 動交換系)の 建設を進めている。

国際テレックスについては,非 常障害時における通信の確保とともに通信

の需要増に対処 し,か つ,運 用保守の省力化,効 率化を推進す るた め,CT

-20国 際テレックス電子交換システムを55年 度運用開始を目途に大阪地区へ

導入すべ く建設を進めているほか,電 子式の国際加入者線交換機を55年 度に

東京地区に,ま た,56年 度に大阪地区に導入を予定し,国 際テ レックス加入

者線集線装置を55年 度に横浜に,ま た,56年 度に名古屋及び神戸に導入を予

定 している。 さらに,電 電公社国内テ レックス網 と接続す るための電子式符

号変換交換装置を55年 度に大阪地区に,56年 度に東京地区に導入すべ く準備

を進めている。また,テ レックス預 り伝送サービス等を行 うため,加 入電信

蓄積処理設備を56年 度導入を目途に建設中である。

国際電報の託送については,東 京地区にこれまでの電話託送準自動受付シ

ステム(PTAS-A),着 信国際電報自動処理システム(PTAS-B)の 導入

に続 き,発 信国際電報 自動処理 システム(PTAS-C)を55年3月 に導入し

た。更に大阪地区に電話託送準 自動受付 システム(PTAS-D)を55年 度に,

また,発 信国際電報 自動処理 システム(PTAS-E)を56年 度導入を目途に

建設を進めている。

第6節 データ通 信 システ ム

1デ ータ交換網

データ通信の発達に伴い,デ ータ通信回線 として既存の電話網等を利用す

る比重が高まっているが,デ ータ通信システムが高度化するにつれて,接 続

品質,伝 送品質の制限や通信速度の限界等のため,既 存網では満足 しえない

需要が増加 している。このため,デ ータ通信に適 した新 しい公衆網の出現を
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要 望す る声が高 まってい る。

これ に対 して電電公社では,時 分割交換技術やデ ィジタル伝送技術等,デ

ィジタル技術を駆使 し,高 速,高 品質で多彩 なサ ービスを効率的に提供で き

る新 しいデータ交換網 の実用化を44年 度か ら進めて きたが,54年12月 に は回

線交換方式 によるサ ー ビスを,東 京,横 浜,名 古屋,大 阪で 開 始 し た。 ま

た,55年7月 には パケ ッ ト交換 方式 に よるサ ー ビスを東京,横 浜,名 古屋,

大 阪,福 岡,仙 台,札 幌で開始 した。

回線交換,パ ケ ッ ト交換両サ ー ビスとも200b/s～48kb/sの 幅 広い通信速

度で,高 品質 の通信が可能であ る。

回線交換サー ビスは,加 入者か らのデ ィジタル信号の まま多重化 し,こ れ

を時分割交換す る もので,比 較的長電文,高 密度 のデータ通信 や ファクシ ミ

リ通信に適 している。

また,パ ケッ ト交換 サー ビスは,蓄 積 交換方式 によ り加入者 か らのデ ィジ

タル信号を,網 内でパケ ッ トと呼ぼれ るあて名情報等を付 した一定長 のデー

タブロ ックとして転送す るもので,比 較 的短 電文,低 密度 の通信に適 してい

る。

国際電電において も,パ ケ ッ ト交換方式に よる国際公衆 データ網の建設計

画(VENUS)が 進 め られてい る。同社では,こ の準備段 階 として51年 以来,

国 際公衆デ ータ網に関す る各種 プ ロ トコルの研究 を進 めてきた。52年 度 か ら

はCCITT標 準 ネ ッ トワー クプロ トコルを採 用 した国際パ ケ ッ ト交換 システ

ムの建設が行われてお り,こ れ まで にコンピュータ又 はイ ンテ リジ ェン ト端

末,フ ァクシ ミリ端末等の利用老 のため のサ ービス用設備 を設置 し各種 の試

験 が行われ,サ ービス開始に向けて準備が進め られている。

また,メ ッセージの蓄積交換機能 を提供す るための建設 も進 め ら れ て い

る。

一方 ,外 国の コンピュータに蓄積 され ている文献等の情報 を我が 国の端末

か ら検 索す るた めの 「国際 コンピュータ ・ア クセ スサ ービス」 が55年9月 か

ら開始 されてい る。
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2情 報処理技術

(1)ハ ー ドウ ェア

ア.本 体系装置

論

コン ピュータは,半 導体技術 の進歩 を背景 として,急 速 な性能 向上 とコス

トの低 下を果 た してお り,汎 用機種 の場合,こ の15年 間 で演算速度 は20倍

に,主 記憶 装置 の コス トは70分 の1に なっている。

特 に,LSIメ モ リにつ いては,進 歩 は著 しく,16kbチ ップか ら更 に64kb

チ ップへ と集積度 の向上が図 られ,価 格 の低減傾向 も顕著で ある。 また,素

子 レベルでは既 に256kbチ ップが開発 されてお り,近 い将来には本 チ ップ

を とう載 した装置 も実用化 され るもの と予想 されてい る。

記憶装置は,一 般に論理装置内に ローカル メモ リと して小容量,高 速記憶

装置を,主 記 憶装置 として大 容量 ・低速記憶 装置を置 く階層構 成を とること

に よ り,シ ステムの経済性及 び性能 の確i保が図 られ ている。

また,主 としてマイ クロプ ログラムによってオペ レーテ ィングシステムの

一部又 は ,そ の他 のルーチ ンを ハー ドウェアに吸収す るフ ァーム ウェア化 が

進ん でいる。 これ はハー ドウェアよ りは機能 の追加,変 更 に対す る融通性 が

大 き く,ソ フ トウェアよ りは高速処理がで きる特長を有 して いる。

デ ータ通信 システ ムの信頼性 の確 保は,シ ステ ム規模 の大型化,利 用分野

の拡大に伴い,ま す ます重要 とな って きて いる。 このため,従 来 のRAS

(Reliability,Availability,Serviceability)の 概 念 が導入 され て きたが,よ

り高度 で複雑化 した システ ム構成 に対 しては,更 に完全性(Integrity)及 び

機密保護(Security)の 概 念が導入 されRASIS技 術 として確立 され てい る。

この結果,ハ ー ドウェアに高度 の障害検 出,防 止機能 を持 たせ る とともに,

プ ログラムモジ ュール形保守試験 プ ログラム と呼ばれ る高度 のエ ラー情報処

理 プ ログラムによ りオ ンライ ン運転中で も保守診断が可能 にな って いる。 ま

た・診断 プロセ ッサ等に よ り,故 障箇所 をパ ッケージ単位 まで検出で きる故

障診断 プ ログラム(FLP;FaultLocatingProgram)も 開 発 されてい る。
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イ.通 信制御処理装置及びファイル制御処理装置

情報処理機能の分散化傾向を反映して,従 来中央処理装置で実行 していた

通信制御機能及びファイル制御機能を別個に実行する通信制御処理装置及び

ファイル制御処理装置の開発が進められている。

通信制御処理装置は,通 信制御のうち中央処理装置が分担 していたメッセ

ージのチェックや管理等の機能を有することから,端 末の追加変更,通 信方

式の変更等に柔軟に対処できるなどの特長を有 してお り,コ ンビ郵一タ間通

信等に効果を発揮 している。

また,フ ァイル制御処理装置は,ま すます大容量化するファイル系の制御

を分担することにより,フ ァイルの効率管理を行 うほか,今 後その需要の拡

大が予想される大規模データベースの効率的,経 済的な実現に大きな役割を

果たす ものと考えられる。

ウ.周 辺装置

超LSIの 採用により,高 速化,低 価格化す る本体系装置 とのバランスか ら

記憶系装置についてもますます高速化,大 容量化が進められてお り,1ギ ガ

バイ ト級の磁気ディスク記憶装置の開発や1台 当た り数十～数百ギガパイ ト

の超大容量磁気記憶装置の実用化が進められている。また,高 密度化,小 型

化による経済化を図った数百メガバイ ト級の小型の磁気ディス ク記憶装置の

開発が進められている。

入出力装置 としては,更 に高速化を目指す とともに,マ ンマシンインタフ

ェースの改善を図るため,文字,図形,音 声等の入出力装置の開発に力が注が

れてお り,音 声応答装置及び音声認識装置が導入されつつあるほか,漢 字入

出力についても一層の高度化,高 速化が図られ,15,000行/分 以上の高速の

プリンタが出現 している。 さらに,フ レキシブルディスクの普及に伴い,フ レ

キシブルデ ィスクを情報交換用等に用いる入出力装置が導入されつつある。

また,小 型化・機能追加の柔軟性確保のため,周 辺装置の制御部にマイク

ロプロセッサ等が使用されつつある。

(2)ソ フ トウェア
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ア.開 発技 法

情 報処理 システム全体 に占め る ソフ トウェアの コス トは相当 な割合を 占め

てお り,特 に今後 は システム維持管理 のため の費用が ます ます膨大 になる も

の と予想 され る。 このため,シ ステムの大型化に伴い,作 成能率 の向上及び

ソフ トウェアの資産 の有効利用が大 きな課題 とな ってい る。

ソフ トウ ェア開発技法 と して,高 級言語,ス トラクチ ャー ド・プログラ ミ

ソグ等 のプ ログラム開発技法,要 求定義技 法等が開発 されてい る。 また,ソ

フ トウ ェアの開発を支援す る方法 として,リ モ ー トデバ ッグシステ ムや1台

の実 コ ンビ_一 タ上で同時に複数の仮想 コンピュータを作 り出す仮想計算機

システムが開発 されてい る。 この よ うな仮想化技 術は記憶 方式 の面では既に

一般化 してお り,大 型計算機 では記憶 容量 の制限 を プログラマが意識 しない

で プログラ ミングで きる仮想記憶 方式が用い られ てい るが,さ ら に,One

LevelStOreを 実 現す るため の仮想 フ ァイル方式及 びネ ッ トワークを一元的

に構 築す るためのネ ッ トワーク ・ア ーキテ クチ ャも開発 されつつあ る。

イ,ネ ッ トワーク ・ア ーキテ クチ ャ

コソピュー タ資源 の有効利用 及び システムの拡張性 の向上を 目的 と して,

情 報 処理機能 の分散化 の傾 向が強 まってお り,デ ータ通信 システ ムは次第に

広範 囲にネ ッ トワー ク化 され る傾 向にある。

このた め,セ ンタ,回 線,端 末か ら構成 され るデー タ通 信網の各構成要素

間の通信規約(プ ロ トコル)を 定 めて相互通 信を可能 とし,デ ータ通信網の

最適化 を図るネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャの開発 が重要 な課 題 とな ってい

る。 この ような情勢 を背景 として,内 外 の コンピー一タメーカが相次いで ネ

ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャの構想 を発表 してい る。 これ らの 内 容 を み る

と,プ ロ トコル階層化方式や ハイ レベル ・データ リンクの採 用等基本概 念の

面 では共通 しているが,そ れぞれ個別 に開発 され た ものであ り,今 後予 想 さ

れ る異機種 システム間通信 に対す る要望 の増大 に対処す るためには,こ れ ら

各社のネ ッ トワー ク ・アーキテ クチ ャ間 の整合を 図る ことが望 まれ る。

この具 体的な動 きとして,郵 政 省では国家的見地か ら国際通信網 も含 めた
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「汎用 コンピュータ ・コ ミニ凸ケーシ ョン ・ネ ッ トワー ク ・プロ トコル(CC

NP)」 の開発を52年 度か ら進めている。 これ は コソ ピー一タ間通信 を広 く国

家的立場か ら検討 し,国 際通信網 との接続等 も考慮 した標 準的 なプ ロ トコル

の確立 と普 及 とを 目的 とした ものであ る。

その特徴 は次の とお りである。

① 異機種 コンピー一タ及び端末相互間で資源 の共用が可能 である。

② 公 衆パ ケッ ト網 との整合が考慮 され てお り,公 衆パ ケッ ト網 の もつ誤 り

制御機能,フ ロー制御機能,送 達確認機能等を活用 し経 済化 が図れ る。

③ 各 レベルのプ ロ トコルは,他 の レベルのプ ロ トコル と独立 に変更,拡 張

が可能であ り,ア プ リケーシ ョン指向の機能追加が容易である。

また,レ ベルの構成及び各 プロ トコルの概要を第2-7-12図,第2-7

-13表 に示 す
。

第2-7-12図 レベル構成とプロトコル

プロセス間通f`拠理レベル

処理 レベル プロセス間通信サプレペル'フロトコル
アロセ ス聞通信

サプレベル パケ 叶 レベル

プロ トコル

リンクレベル
プロ トコル

物理レベル
プロ トコル

ホ ス トコン ピュー タ パ ケ ッ ト交換 網 ホス トコンピュー タ

情報処理
フィール ド

53年 度 には,リ ンクレベル ・プ ロ トコル及びパ ケ ッ トレベル ・プ ロ トコル

が取 りま とめ られた。54年 には,プ βセス間通信 のための基本機能 に相 当す

るプロセス間通信処理 レベル ・プβセス問通信サ ブ レベル ・プ ロ トコルが取

りまとめ られた。

これ に先立 ち,電 電公社では,52年 度 当初 か らDCNA(DataCommu一
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第2-7-13表 各 レベルのプロ トコルの概要

レ ベ ル 主 な 機 能

情報処理レベル

プ ロ セ ス 間

通信処理 レベル

パ ケ ッ トレペ ル

科学技術計算などの業務ごとの処理,端 末の入出力装置への

データ入出力処理など

異 な る ホ ス トコ ン ピ ュー タ(あ る いは 端 末)内 に存 在 す る プ

ロセ ス 間 の論 理 的 な通 信 路 の設 定 ・解 放 ,デ ー タ ・フ ロー制

御,メ ッセ ー ジ転 送,仮 想 端 末 制 御,ネ ッ トワ ー ク管 理 な ど

パケット交換網を介 して結ばれた二つのノー ド*間 のパケッ

ト転送制御

リ ン ク レ ベ ル 隣 接 ノ ー ド*間 の トラ ン スペ ア レ ン トな 転 送 制 御

物 理 レ ベ ル 通信媒体の電気的 ・物理的な制御

*デ ー タ通 信 網 の 構 成 要素 で あ り
,デ ー タ端 末 コ ン ピ ュ ー タ等 を い う。

nicationNetworkArchitecture)と 呼 ぼれ る汎用 ネ ッ トワー ク ・ア ー キ テ

クチ ァの開発 について,メ ー カ各社 との共 同研究を進 めてい る。52年 度末に

は,理 論 的なモデルを定 めた基 本概念,デ ータ リンクレベル ・プ ロ トコル,

トランスポー トレベル ・プ ロ トコル,機 能制御 レベル ・プロ トコル及び仮想

端末 プ ロ トコルがDCNA第1版 としてま とめ られた。53年 度 には,第1版

の機能拡充 とフ ァイル転送/ア クセス・プロ トコルの追加を行 ったDCNA等

第2版 が,さ らに,54年 度 には,第2版 の機能拡充並 びにジ ョブ転送 プロ ト

コル及び データベ ースア クセス ・プ ロ トコルの追 加を行 ったDCNA第3版

が まとめ られた。

ウ.デ ータベ ース ・マネージメ ン ト・システム

情報 化 システ ムが高度化 す るに伴 い,処 理 す る情報が膨大,か つ,多 様 と

な り,さ らに各業務 ごとに独立 した処理 だけではな く,各 業務相互 に関連 し

た処理 が必要 とな って きている。

このた め,複 数業務 に よ り共用可能 な,相 互 に関連 のあるデ ータを汎用的

なフ ァイ ル とし,こ れを種 々の 目的 に応 じて使用 できるデータベース システ

ムの実用化が進んでお り・ データの蓄積 につ いて の物理的配置や論理的関係

づけを行 うデータベ ース定義機能,デ ータの検索,更 新,加 工 を行 うデ ータ
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ベ ース操 作機能等 を備 えた データベ ース ・マネージメソ ト・システムの開発

が行われている。

3デ ータ伝送技術

デ ータ通信 システムの構成に当たって,デ ータ端末装置 とコン ビ 凶 一 タ

間,あ るいは コソピュータ相互間でデータの送受信をいか に能率 よ く行 うか

が重要 な要素 となってお り,デ ータ通信 システムの多様化,と りわけ端末の

多様化 か ら50b/s～ 数十Mb/sと い う広範 囲な速度でのデータ伝送が要求 さ

れてい る。

電電公社 では,デ ータ回線の高速化,経 済化を図るため各種 データ伝送方

式の開発 が進め られてい る。従 来のデータ伝送は,ア ナ ログ伝送方式に よっ

ていたが,端 末か ら端末 までの全区間を デ ィジタル構成 で伝送す るデ ィジタ

ルデータ伝送方式が実用化 され ている。この方式 は.局 間伝送 路 としてPCM

-24方 式
,DC-100M方 式,DC-400M方 式,20GHz帯 無 線PCM方 式 等

の有線,無 線デ ィジタル伝送方式 のほか,既 存のアナ ログ伝送方式を用いて

1.5Mb/s,6,3Mb/sの デ ィジタル伝送路 を構成す るDAT(DigitalSignal

onAnalogTrasmissionLine)方 式 を用い,300b/s以 下,1,200b/s以 下

の非 同期デ ータ信号及 び2,400b/s,4,800b/s,9,600b/s,48kb/sの 同期 デ

ータ信号を伝送する ものである。

また,ア ナ ログ伝送方式 において も,音 声 帯域 を使用 した9,600b/sモ デ

ム,広 帯域(60～108kHz)を 使 用 した48kb/sの 伝 送方式が実用化 され て

いる。

4デ ータ端末技術

データ通信 システムの多様化,高 度化 に伴 い,デ ータ宅内装置は,単 なる

遠隔入 出力手段 としての位置づけか ら,シ ステムを効率的に実現す るた めの

機能を付与 した高度な役割 をもつ ものへ と発展 しつ つ あ る。技術的 には,

LSIの 大 幅な採用及びマイ クロコンピュータや ミニコソピー一 タに よるプ ロ
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グラム制御方式 の導入,機 械式入 出力機器の電子制御化,あ るいは,漢 字入

出力装置,光 学式文字読取装置等の開発が積 極的に進 め られてい る。

端末 の制御回路技術については,LSI技 術 の進歩に よ リマイ ク ロプ ロセ ッ

サ と高集積 メモ リ素子 とを組み合わせた プログラム制御方式が従来 の布線論

理方式 に代わ って採用 され,小 型軽量化,低 価格化に大 きく寄 与 してい る。

さ らに,多 様化,高 度化す るユ ーザ の要望に対処す るため,メ モ リに書換え

可能 なRAM(RandomAccessMemory)を 採 用す ることに よ り,プ ログ

ラムを書 き換 えるだけで種 々の業務に適用で きる汎用の制御装置が実用化 さ

れ サー ビスに供 されてい る。 また,フ ァイル装置を有 し,シ ステ ムの機 能の

一部 をも処理す る
,い わゆ るイ ンテ リジェン ト端 末 も実用化 されてい る。

基本的 な入 出力機器であ るシ リアル プ リンタは,マ イ クロプロセ ッサ及び

小型 の高性能なパルスモ ータや サーボモ ータの開発 に よ り,機 械制御方 式か

ら電子制御方式に変わ りつつあ り,こ の方式 を用 いた低価格,高 信頼度 のシ

リアル プ リンタが開発 され,各 種装置 に適用 され ている。

新 しい入出力機器 としては,漢 字入 出力装置,光 学的文字読取装 置等 の実

用化 が進 め られ ている。

漢 字の入力方式 としては タブ レッ ト式,漢 字 ドッ トコー ド式,バ ー コー ド

読取式 に加 えてカナ～漢字変換入力方式が,出 力方式 としては300字/sの

電 子写真式 に加 え,ゴ シック体,明 朝体 の印字が行 える60字/sの 漢 字 ワイ

ヤ ドッ トプ リンタが実用化 された。

光学式文字読取装置 は印刷及び手書 きの数字,カ ナ,英 字読み取 り装置が

実用化 されてお り,さ らに,技 術を進めた ドッ トマ トリックス印字文字読み

取 りなど適用範囲を拡大 しつつあ る。

そ の他 としては,一 般 の英数 カナに加えて簡単な図形,漢 字が表示で きる

カラーデ ィスプ レイ の実用化が進め られてい る。 また,入 力デ ータ確認用等

ソフ トコピー用 と して,ほ とん どの データ端末にデ ィスプ レイが組み込 まれ

る ようになってきた。
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第7節 画像通信 システム

社会が複雑化,多 様化するに伴い,情 報伝達面においても従来の音声を中

心とした通信手段から,視 覚情報伝達手段としての画像通信の発展に対する

期待が年 々高まってきている。画像通信の発展は,個 人,経 済社会活動の効

率化,省 力化に貢献するぼか りでなく,省 資源,省 エネルギーにも資するも

のと考えられ,フ ァクシミリ通信をはじめ,各 種画像通信 システムの開発が

進められている。

1フ ァ ク シ ミ リ

ファクシ ミリは,任 意の文字や図形をそのまま伝送できる記録通 信 で あ

り,漢 字を使用する我が国の国民生活に適 したニーズの高い通信手 段 と し

て,画 像通信の中では早 くから実用に供されているメディアである。

我が国においては,従 来,主 として専用線により特殊用途,官 公庁,大 企

業で用いられていたが,47年 度のいわゆる網開放を機に公衆電話網を利用 し

たファクシ ミリが急速に普及しはじめた。最近では,中 小企業,商 店にまで

事務合理化の手段として広範に利用されてきてお り,年 平均50%を 超える伸

びを示 している。 さらに,今 後 ファクシミリがより低廉に利用できるように

なれぽ,将 来は一般家庭でも広 く利用 し得るものと思われる。

公衆電話網を利用するファクシミリでは,原 稿1枚 当た りの電送時間を短

縮 したいとい う利用者の要望に合わせ,電 送時間を,6分 →3分 →1分 →3(〉

秒といった ように高速化の傾向がみ られる。走査方式については,高 速化の

要望 と半導体技術の急速な進歩によって固体走査方式が主流にな りつ つ あ

る。また,記 録方式 としては,各 種の記録方式が実用に供 されているが,中

・低速機では放電記録,感 熱記録,通 電感熱記録,高 速機では静電記録 とい

った傾向がみられる。さらに,フ ァクシミリ信号の伝送を高速化するため,

3分 機では高能率変調方式としてCCITTで 勧告されたAM-PM・VSB方
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式 を用 いた もの,1分 機 では冗長度 抑圧符号化方式 に よ り,2,400b/s,4,800

b/s又 は9,600b/sの デ ィジタルモデ ムを用いた装置 が使用 され てい る。

国際電電では,国 際パ ケ ット網 を利 用 した ファクシ ミリ通 信 システ ムの研

究を進 めてお り,高 速 ファクシ ミリサ ー ビスが デー タ通信 サー ビス とともに

パ ケッ ト網 で実 現され る ことを想定 し,動 作実験 を続け ている。

また,衛 星を利用す る船舶か らの国際 フ ァクシ ミリ通信 に供す るた めの船

舶用高速 フ ァクシ ミリ端末装置を開発 し,KDD丸 に とう載 して試験 を実施

した結果,洋 上 の特殊な環境で安定に動作す ることを確認 した。

ファクシ ミリの国際 的標 準化 に関 しては,CCITTSGXIVに お い て,グ

ル ープ1機 器(6分 機),グ ル ープ2機 器(3分 機),グ ル ープ3機 器(1分

機),グ ル ープ4機 器(デ ィジタル網用装置)に 分類 し,こ れ らに ついての

標準化が審議 され ている。 グル ープ1及 び グループ2機 器 につ いては,既 に

51年 まで に主要事項が決め られ,グ ル ープ3機 器 につ いて は,1次 元符号化

方式は,52年 にMH(Modi丘edHuHman)符 号 化方式を用 いる ことが合意

されたが,2次 元符号化方式は,継 続検討事項 とな っていた。

我 が国は,こ の2次 元符号化方式 として,郵 政省の指導 のもとに,電 電公

社,国 際 電電 が共 同で開発 したREAD(RelativeElementAddressDesig・

nate)符 号化 方式 を53年12月 のSGXIV会 合 で提案 し,そ のREAD符 号化

方式 は,他 の提案方式 に対す る比較基準方式(ComparisonCode)と 位 置づ

け られた。 これに よ り,54年11月 のSGXIV京 都 会合 において,各 国か ら提

案 された方式がREAD符 号 化方式 と比較対照,評 価 された。 その 結 果,

READ符 号 化方式 に若干 の修正追加を行 ったModi丘edREAD符 号 化方式

が2次 元符号化方式の標準 方式 として採択 された。

一 方
,フ ァクシ ミリの大衆化 の見地か ら,操 作 が簡単 で低廉 な小型端末機

と・同報 通信 や 自動受信等 ファクシ ミリ通信 に適 した 多彩 なサ ービス機 能を

有す るネ ッ トワー クとを一体化 した新 しいフ ァクシ ミリ通信 システムの実用

化が・電電公社 において進め られて いる。 このシステムは,端 末機 に固体電

子技術を積極的 に採用 し・量産時の大幅な低 コス ト化,操 作の簡易化,高 信
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頼 化,小 型軽量化を図 った小型 ファクシ ミリを採 用 し,ネ ッ トワー クとして

は現在 の電話網設備を活用 しなが ら,フ ァ クシ ミリ信号 の冗長度抑圧及び蓄

積 ・速度変換等 の機能を有す る蓄積変換装置を網内に取 り入れ る こ と に よ

り,多 彩なサ ー ビス機 能の実現 が可能 とな っている。 また,蓄 積変換装置間

には高速 デ ィジタル伝送路 を適用 して伝送路 コス トの低減化を図 っている。

その他,最 近では ファクシ ミリを コンピュータと結合 して,入 出力端 末 と

して利用す る方式について各種 の研究開発が進 め られ ている。

2行 政用 ファクシ ミリ通信 システ ム

郵政省では,48年 度以降行政情報通信網(AICON)及 び一般加入電話網

を利用 して行政機関で用いるのに適 した行政用ファクシミリ通信システムの

研究開発を行ってきた。

このシステムは,全 国的な多量の文書流通 という行政機関のニーズを考慮

して,端 末は高速形の行政用標準ファクシミリ(ADMIX)を 用い,セ ソタ

は同報通信及び異種ファクシ ミリ問通信が可能な蓄積交換形の複合装置を用

いるものである。

54年度には,こ の研究開発の最終段階 として,ADMIX及 び複合装置の機

能確認 と運用上の問題をは握するために一般加入電話網によりシステムを構

成 し,54年11月 から55年1月 にかけて運用試験を実施 し,所 期の目的を達成

した。

3映 像通信

テ レビ電話は,45年 の万 国博 において電電公社 に よ り,1MHz方 式 の装

置が用意 され,迷 子案内等 に利用 されて好評 を博 し,引 き続 き,49年 に は全

国的規模を想定 した1MHz方 式 及び4MHz方 式 のテ レビ電話 システムのモ

ニターテス トが東京一 大阪間で行われた。 これに よ り,技 術的には十 分実用

に供 し得 る見通 しが得 られたが,現 時点では,シ ステムコス トと効 用のバ ラ

ンスか ら普及 にはいた っていない。 しか し,将 来の画像通信サ ー ビスの基本
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を成す もの と考 えられ るので,各 種機能 の充実,経 済化等 システ ム全般にわ

たる技術 開発,検 討が継続 して進め られてい る。

テ レビ会議方式 は,遠 隔地点で臨場感を もって会議が行え るものであ り,

交 通 の代替,省 エ ネル ギーに貢献す るものとして テ レビ電話 よ りもそ の実用

性 は高 い と考 えられて いる。我が国では,電 電公社に よ り51年5月 か ら世界

で最初 のカラーテ レビ会議 システ ムがモ ニターテス トとして東 京一 大阪間で

実用化 されて いる。 さらに,利 用者 の意向等 を取 り入れ,自 社 ビル内に容易

に設置 でき,か つ,伝 送路を多端末で共 用す るな どシステ ム全 体 として経済

化を図 った新 しい テ レビ会議方式 の検討 も行われ て い る。CCTV(Closed

CircuitTelevision)の 分 野 では,45年 か ら電電公社 の映像伝送 サー ビスが開

始 されてお り,道 路交 通監視 システム,外 国語 に よる有線 テ レビシステ ム等

に用 いられてい る。 このサ ービスは,比 較的短距離 区間で使用 され る場 合が

多 く,当 初は,既 設平衡対 ケー ブルに よる市 内区間のみ とされ ていたが,51

年 に は中遠距 離の ニーズに応 じるた め,C-60M同 軸 方式 やマイ クロ波 方式

に よる伝送路 を用いて市外伝送 が可能 となった。現在,約430回 線,総 延べ

回線距離3,100kmが 利 用 されて いる。

一 方
,一 般 のテ レビ受像機 とプ ヅシュホ ン等を組み合わせた端末か ら画像

セ ンタにア クセスすれ ぽ,情 報検索,学 習等社会生活 に必要 な情報 が,一 般

テ レビ受像機 を通 して得 られ る会話形画像情報方式 の開発 が,先 進諸 国で進

め られ ている。我 が国では,電 話 回線を利用 して文字,図 形等 の簡 易な情報

が提供 で きる文字図形情報 ネ ッ トワー クシステム(キ ャプテ ンシステム)が

54年12月 か ら実験 サー ビスを開始 した。 この システムは,郵 政省 と電電公社

が関係各方面 の協 力を得 て準備を進 め,実 施 にあた っては54年2月 に設立 さ

れた財 団法人 キ ャプテ ンシステム開発研究所が中心 とな り,東 京23区 内 の約

1,000端 末 の加入者を収容 して実験を行 って いる。キ ャプテ ンシステムは,

英 国郵電公社 の 「プ レステル」(54年3月 商用開始)を は じめ,フ ランス,

西独,カ ナ ダ等 で開発 が急がれ てい るシステムと類似であ るが,技 術的 にみ

てセ ソタ ・端末 間伝送方式 につ いて は,プ レステルでは コー ド伝送方式 と し
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て 文字図形 発生 装置 を各端末 に置いているのに対 し,本 システ ムでは,漢 字

を使用す ることを考慮 に入れ,端 末 コス トの低減,図 形情報 の扱 いの利便 さ

に注 目し,文 字 図形発生装置を画像 セ ソタに置 き,パ ターソ伝送方式を とっ

てい る点が特徴 である。

また,広 帯域 回線を利用 して,静 止画,動 画,音 声 等の豊富 な情報が提供

で きる画像応答 システム(VRS)が,電 電公社 によ り52年 か ら実験が進め ら

れてい る。

なお,公 衆電話網を利用 した会話形情報方式の国際標準化 に つ い て は,

1978年 か らrVIDEOTEX」 と称 してCCITTに お いて審議が開始 されてい

る。

また,画 像のデ ィジタル高能率伝送技術について も研究が進め ら れ て お

り,電 電公社においては,4MHz帯 域 のカラーテ レビジ ョン信号をデ ィジ

タル信号に変換 して高能率 に伝送す る複合差分符号化方式が実用化 され てい

る。国際電電においては,さ きにイ ソテルサ ッ ト衛星を対象 として,一 つ の

トランスポ ンダで カラーテ レビジ ョン信号2回 線 をデ ィジタル伝送す るため

の 「フ ィール ド間,フ ィール ド内適応形直接予測符号化方式」 に よる30Mb/

s高 能 率符号化装 置を開発 したが,さ らに この装置を用いて54年4月 にイ ン

テルサ ッ ト太 平洋衛星折返 しに よるカラーテ レビジ ョソデ ィジタル伝送実験

を実施 し,ま た,同 年9月 にはデ ィジタル伝送画質 と商用中のハーフ トラソ

スポンダFM回 線 の画質 との比較実験 を行 った。 この結果,こ の装置を用い

る ことに よ り,現 用FM回 線 と同 じ回線効率(2回 線/ト ラソスポ ソダ)か

つ 同等以上 の伝送品質でデ ィジタル伝送が可能な ことを確認 した。

第8節 その他 の技 術

1電 話 サー ビスの多様化技術

電話の積滞解消と自動即時化を達成 した今日,電 話サービスに対する要望
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は,従 来の量的なものから質的なものへと大 きく変化 し,ま すます高度化 ・

多様化 していく傾向を強めている。 このため電電公社では,電 話の効用が一

段 と高まるもの,公 共性があ り社会福祉に役立つものなどを中心に,新 しい

電話サービスの実用化が進められている。

着信者の利便向上を図るサービスとして,不 在中にかかってきた電話を前

もって指定しておいた電話番号に自動的に転送する自動着信転送サービス及

び一つの電話に対 して通常の電話番号(主 番号)と もう一つの番号(副 番

号)を 与えておき,か かってくる電話の発信老を選択 したいときは,電 話機

からその旨登録することにより,以 後着信に対 して主番号の場合は,不 在等

の案内を電話局の トーキー装置か ら行い,副 番号の場合のみ着信する二重番

号サービスの実用化が進められている。また,通 話料金の支払方法を利便化

するものとして,ク レジット通話サービスの実用化が進められている。 クレ

ジット通話は,通 話に先立ち,登 録した電話番号とクレジット番号を交換取

扱者へ告げることにより,そ の通話料金は登録した電話へ請求されるもので

ある。

ハソドフリーで通話ができるスピーカホンについてはプッシュホンを対象

に商用化されているが,引 き続き回転ダイヤル式単独電話及び分離形スピー

カホンの実用化が進められている。また,通 常の電話機の機紐 を無線でおき

かえ,置 き場所 も自由に変え通話できる電話(コ ー ドレスホン)が 商用化さ

れた。

事業所電話サービスの向上 として蓄積プログラム制御方式を採用 し,不 在

転送,モ ーニングコール等の各種サービスが提供できる中容量電子式構内交

換装置(内 線容量480回 線)が 商用化 された。ボタン電話装置についてもサ

ービス機能の改善とデザインの一新を図った新形 ビジネスホンが商用化 され

た。 また,電 話機数20台 ～50台 の領域においてマイクロプロセッサの導入に

よ り,サ ービス機能が豊富でケーブルの小対化を図った小規模事業所電話装

置について実用化が進められている。

小規模店舗や事業所等におけるクレジッ トカードの信用照会等の業務が顕
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在 化 しつつあ り,こ れ ら需要に こたえる電話端末 と して,プ ッシュホ ンをベ

ース とし,こ れ に磁気 カー ドリーダ,簡 易デ ィスプ レイ,簡 易印字機能等を

付加 したデータテ レホンの実用化が進 められ てい る。

社会福祉 に寄与す るものと して,既 に商用 に供 されている シル バ ー ホ ン

(め い りょう)で は聴力 の特性か ら聞き取 りに くい とい う難聴者を対象 とし

た シルバ ーホ ン(ひ び き)が 商 用化 された。 また,肢 体 の不 自由な人を対象

に,電 話を利用 しやす くした ダイヤル補助装置,通 話補助装置等の肢体 不 自

由者用電話機器について実用化 が進め られている。

2通 信網の信頼性向上技術

情報化社会の進展に伴い,電 気通信網の役割は社会活動,国 民生活の中枢

神経 として極めて重要なものとなってきている。 このため電気通信網は,よ

り高い信頼性が要求され,以 下に述べるような種 々の技術的検討及び施策が

進められている。

水害,火 災等の災害により,電 話局の局内設備が被災 した場合,早 急に復

旧を図るため,電 子交換方式を用いて約1万 端子の局内設備に置き換え可能

な大容量可搬形電話局装置が実用化 された。さらに,交 換規模等の点から,

上記装置では対処できない場合に備え,3万 端子程度の局内設備に置き換え

可能な非常災害用電子交換機の実用化が進め られている。

また,特 定加入者への着信ふ くそうや,災 害時等における特定地域への電

話の異常ふくそうに対 し,網 機能が最大限に発揮できるように,通 過する ト

ラピックを制御する トラピック制御方式の実用化や,災 害時における通信の

確保をはじめとした多様な通信に利用できる中容量国内衛星通信方式の研究

が進められている。

伝送路については,市 外電話 トラピックの増大に伴い,大 束化 した伝送路

の信頼性を向上するため,伝 送路障害時にり障回線を他ルー トへ自動的に切

り替えて復旧し得るように自動切替装置を導入 し,伝 送路の多ルー ト化が進

められている。
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3国 際通信技術

電信伝送並びに低速のデータ伝送(50～75ボ ー)に は,従 来,主 として音

声周波多重装置(VFT)が 使用されてきたが,近 年,VFTよ り多 くの利点

を有する時分割多重方式(TDM)の 研究が国際的に行 わ れ,1976年 に は

TDMのCCITT標 準方式 としてR101が 勧告化 された。 この勧告には,50

～75ボ ーを主体 とするA方 式と200ボ ーまでを対象とするB方 式が併記され

ている。

国際電電では,こ れらA,B両 方式が扱えるTDM装 置を53年 度に開発し

た。 この装置は,近 く国際間に実際に使用されることになっている。国際テ

レックス加入者端末には,こ れまで機械式の端末装置が使用されていたが,

近年の端末技術の進歩 とともに,騒 音や信頼性の改善が強 く望まれるように

なってきた。国際電電では,こ の要望にこたえるものとして53年 に電子式の

国際テ レックス加入者端末の開発を行い,54年4月 か ら商用を開 始 して い

る。 また,こ の電子式端末の機能の拡張を図るものとして,編 集機能,自 動

ページング,自 動起呼等の諸付加機能を具備 した新型テレックス端末装置を

開発 し,実 用機 としての評価試験を進めている。

4通 信用電源技術

電気通信ネットワークの拡大 と質的高度化に伴い,通 信用電力システムは

良質で信頼度が高く,し か も廉価な電力供給に対する責務が一段と増大して

きている。また,省 資源,省 エネルギーの見地から,小 型,軽 量化や高効率

化に対する配慮も強 く要望されている。

このような状況の下で,直 流供給方式については通信用機器の集積化に伴

い,低 電圧,大 電流で高精度を必要とする負荷条件にこたえるため変換周波

数を高 くした小型高効率で信頼性の高いDC-DCコ ンバータのほか,給 電

品質の向上 と給電線コス トの低減を図った電圧変換直流供給方式の開発が進

められている。
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また,高 品質の無停電電源を必要とする通信用電源に用いる交流供給方式

について,新 しい電力用半導体素子やディジタル技術を応用した多重インバ

ータ,PWM(PulseWidthModulation)イ ンバータ及びCVT(Constant

VoltageTransformer)イ ンバータの実用化に引き続いて,経 済的で効率の

高い商用電源同期式インバータシステムの開発が進められている。

一方,商 用電源の得難い地域において,経 済的で安定な通信用電源を得る

ため,こ れまでに太陽電池式電源装置の実用化が行われてきたが,さ らに風

力エネルギーを利用する風力発電式電源装置や化学エネルギーを利用 した高

効率の燃料電池等の独立 した電源システムの研究実用化も行われている。

さらに,大 規模化 し,複 雑,高 度化する重要な電力システムを良好に維持

管理するため,多 面的保守作業を効率的に支援する新 しい技術も求められて

いる。 これにこたえるため,受 配電系制御装置をはじめ,各 種の監視制御機

器の開発や設備の有効利用 と維持管理の省力化についての調査研究が行われ

ている。

5通 信土木技術

通信用ケーブル等を収容し保護するための通信土木施設には管路,マ ンホ

ール,ハ ンドホール,と う道等があり,こ れらは原則的に道路占用物件 とし

て公道内に埋設されている。 これ らは過去において幾多の改良が加えられて

きたものであるが,通 信事業の進展に伴 う量的拡大に加えて,光 ファイバケ

ーブル伝送技術等の新 しい技術の導入に伴って,今 後 とも経済性の向上,エ

事の省力化,信 頼性の向上及び都市内環境との調和等を図る必要があ り,そ

れらに対応 した通信土木技術の開発が行われている。

電電公社では,通 信土木工事の省力化及び工期の短縮を図る技術としてブ

ロック・マンホール(セ メントコンクリー ト製及び レジンコンクリー ト製)

が開発 され,さ らに改築マンホール,ハ ンドホールについてもブロック化の

検討が進められている。また,環 境 との調和を図るため開削工法に代わ りト

ンネル施工で管路を築造する自動制御 ・計測技術を駆使した最大掘進長150
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m程 度の小断面 シール ド工法が開発されているが,更 に掘進長の拡大を図っ

て,早 強性 レジンモルタルを用いた自動 ライニング(覆 工)方 式による新工

法の開発が進められている。

通信サービスの増大及び防災上の観点か ら大都市内ではとう道網が建設 さ

れているが,従 来の開削工法に代わってシール ド工法の採用が多 くな り,湧

水地盤等の掘削において切羽部分のみ圧気する限定圧気シール ド工法が開発

されている。さらに崩壊性地盤iにも適用できる圧力平衡式シール ド工法の開

発 も進められている。

近年,耐 震工学の進展は著しいものがあ り,特 に東海大地震の発生等 も予

想されている中で建設省か ら新耐震設計法が提唱されている。通信土木施設

についてもこれによる耐震性の見直 しを行い,管 路とマソホールとの接続部

における信頼性の向上を図ってダクトスリーブ及び不等沈下にも対応可能な

離脱防止継手の開発を進めている。

また,省 資源の面からは,掘 削発生土を改良して埋戻 し土を利活用す る発

生土埋戻 し工法等の検討が進められている。

6電 波予報 ・警報

電波予報とは,一 般に電波の伝搬状態を予測す ることをいい,現 在電波研

究所の業務 としては,特 定の2地 点間の通信に使用し得る周波数帯を予報月

に3か 月先立 って予測する月間電波予報を発表 している。電波予報の一種で

はあるが,特 に電離層のじょう乱に起因する電波の伝わ り方の乱 れ を 予 測

し,無 線通信関係者に通報する業務を電波警報と呼んでいる。

電波予報 ・警報は,共 に短波通信回線の設計並びに運用にとって不可欠で

ある。そこで電波研究所では,太 陽地球間に生起する諸現象を常 時 観 測 し

(太陽電波,地 磁気,地 電流等),ま た,国 内5電 波観測所(稚 内,秋 田,国

分寺,山 川,沖 縄)及 び南極昭和基地において垂直打上げ電離層観測を絶え

間なく行って,電 波予報,警 報の的中率の向上を図っている。

最近,電 波予報をよ りきめ細か く行 う,短 期予報が要請され,こ れに対応
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す るため平磯支所 に新 しい型の斜入射電離層観測装置(チ ャープサ ウンダ)

を設 置 し,西 独及び英国 と実験 を行 っている。

さらに人工衛星を用 いた観測に も力を入れ,電 離層 観測衛星(ISS-b「 う

め2号 」)に よって 得た電離層の臨界周波数(foF2)の デ ータを解析 して,

foF2の 世 界分布図を発表 した。 現在までに 秋 と冬を代表する世界分布図が

印刷 されているが,こ れ らは電波予報に役立 ってお り,国 の内外か ら高 く評

価 され てい る。

地球を取 り囲む電離圏は,短 波 に対 してだけ影響を与え るるものでな く,

VHFテ レ ビジ ョンやVHF～UHF帯 衛 星通信電波 に も影響を与える。 そ

こで新 しい研究項 目と して,ス ポ ラデ ィックE層 に よるVHF電 波 の遠 距離

異常伝搬 の研究及び衛星電波の シンチ レーシ ョン(ゆ らぎ)や 偏 波 面 の 回

転,電 波の遅れ等 の研究を取 り上げ,着 々 と成果を得ている。

7周 波数,時 刻及び時間間隔の標準

時間及び周波数の標準は,物 理基本量の一つであること,さ らにほかの量

に比 し高精度化が実現されていることから,科 学,産 業,通 信,交 通,測 地

等多くの分野での利用が高度化 しつつある。 この情勢の下で,郵 政省電波研

究所での原子周波数標準及び日本標準時の高確度化,標 準電波その他による

高精度な標準の供給法,国 際時刻比較法,時 間及び周波数の精密計測法等の

開発がますます重要となってきている。

我が国の時間及び周波数原器の高確度化のため,54年 度において電波研究

所の実用セシウム標準器の整備及び水素 メーザの連続運転の試行並びに原子

ビーム型標準器によるマヨナラ効果に関する実験を実施 し,高 精度化のため

のデータが得られた。また,時 計群の統計的平均を行 うソフ ト開発により日

本標準時の高精度化を図った。

さらに簡易,高 精度かつ全国的な標準の供給法 として期待される放送衛星

からのテレビジョン信号を利用するシステムの試験に必要な施設の整備を行

った。
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8マ イ ク ロ波 リモ ー トセ ンシ ング

1972年 に 打ち上げ られ たERTS(LANDSAT)の 捕 らえた 地球 の鮮明で

精密な写真か ら,人 工 衛星 に よる地球 の資源 や環境 の探査 は予 想以上 に有効

で あ り,そ の利用範 囲の広 さや応用 の可能性 の非常 に大 きい ことが明 らか に

な った。 以後,LANDSATシ リーズのデータが 各 国で実用化 の軌道 に乗 り

つつあ り,ま た我 が国の海域及 び陸域観測衛星 シ リーズを は じめカナ ダ,ヨ

ーロッパ等で次 々と独 自の リモー トセ ンシ ングを 目的 と した衛星が計画 され

ている。

電波 に よる リモー トセ ンシングは,従 来主に用い られて きた可視 ・赤外領

域 の光を利用す るものと異な り,昼 夜の別な く,ま た天候 に左右 され ること

もな く観測が可能であ り,常 に同一の観測条件で精度 よ くデ ータを取得で き

る。電波,特 にマイ クロ波 に よる リモー トセ ンシングは今後電 波の利用の主

要な分野 の一つ となる と予 測 される。 したが って,電 波 の有効利用 の観点か

ら電波研 究所 において54年7月 か ら衛星計測部 を新設 し各種 のマイ クロ波 リ

モ ー トセ ンシングに関す る研究 を行 っている。

散乱計:雨 域及 びその降雨強度 の観測を主 目的 とす る航空機 とう載用2周

波(10,34.5GHz)散 乱 計/放 射計を53,54年 度 にお いて製作 した。 これを

用 いて将来衛星 とう載を 目的 と した実験,検 討を行 う。 また,海 面散乱 の実

験 もNASDAと 共 同研究で行 う予定であ る。

放射計:大 気中 の水蒸気の検 出及びそれに よる電波伝搬へ の影響 の補正を

目的 として2周 波(20.0～23.8,30.6～32.1GHz:MOS-1用2周 波放射計

の周波数 を含む。)放 射計を54年 度 に整備 し観測 に着 手す る。

合成開 ロ レーダ:合 成 開 ロ レーダは,飛 し ょう体 の速度 を利用 して小 さな

アンテナで光 学系 セ ンサに匹敵す る高分解能 の2次 元影像 を得 るマイ ク巨波

セ ンサで,将 来 の リモー トセ ンシングの主要機器 として期待 され ている。 こ

れについての調査研究 を開始 した。
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9型 式検定 と校正

無線設備の機器の性能に対 して,定 められた技術基準に適合するか否かを

試験によって確認 し,証 明するとともに,製 造技術の向上を図 り,能 率的な

電波監理の遂行に寄与するものに,型 式検定がある。

1974年 海上人命安全条約(SOLAS)の 発効に備えて,54年8月 から無線電

話遭難周波数による警急自動受信機を型式検定機種に加え,同 年度における

処理件数は,届 出件数(29件)を 含め総計266件 に達した。電子技術の急速

な進展に伴い受検機器も複雑高度化 し,型 式検定試験法の開発,試 験設備の

改良充実,試 験実施要員の日常の研 さん等がますます重要 となってきた。一

方,技 術の発達 と部品の高品質化にもかかわ らず年間平均合格率はおおよそ

75%に とどまってお り,製 造段階における一層の努力が必要であろう。

また,無 線局検査用測定器をは じめ,型 式検定用,一 般産業用その他の無

線測定器の校正も,無 線機器の性能維持のためには欠 くことのできない業務

となっている。同年度における校正処理件数は,59件 に達 した。産業構造の

細分化,完 成機器の高性能化に伴い,計 測単位の精密化,国 際統一 と国内に

おける トレサビリティ体制の整備と併せ,無 線用測定器の校正範囲の拡大 と

充実は,ま すます重要で,そ の期待も大きい。


